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はじめに

政府は平成２５年６月１４日に「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」を閣議で決定した。その中でも情報通信技術は、「
あらゆる領域に活用される万能ツールとしてイノベーションを誘発する力を有している」とされており、我が国の
課題解決の中心的役割を担うものとして期待されている。一方で、地域においても少子高齢社会の進展など様
々な課題を抱えており、課題解決の切り札として情報通信技術（ＩＣＴ）への期待が高まっている。
地方公共団体が直面する様々な行政課題や地域課題を解決するにあたっては、雇用創出も含めて地域の状況
を反映した、真に住民へ役立つＩＣＴの利活用を推進することが重要であり、地域ごとに異なる状況を把握して地
域の特徴に合わせて取組を活かしていくことが求められている。これは政府の成長戦略である「地方創生」にお
いてもその意図を見る事ができる。

これまで地域課題を解決する手段として、地域の課題に対応して都度、新たなシステム構築やパッケージシステ
ムの組み合わせ等で課題解決する『ソリューションモデル』が中心となっていた。しかしながら地域や住民ニーズ
に即していないシステムが導入されるケースも散見され、利用者の定着が低く、維持管理コストなどの問題から
事業継続できなくなるケースがある。その多くは目的と手段が逆転してしまい、地域のニーズ把握よりもサービ
スを優先してシステム導入を行って失敗しているケースとなっている。

以上のような国や地域の動向などを踏まえ、ＡＰＰＬＩＣの「ＩＣＴ地域イノベーション委員会 地域情報化促進ＷＧ」
では平成２５年度より、地域課題の解決方法について、新たな切り口、新たな捉え方、新たな活用法の提案を目
的とし、地方公共団体及び企業ベンダで検討体制を作り、地域住民の視点に立った地方公共団体の行政課題
解決に有効なモデルの検討を行ってきた。本書では地方公共団体で進められている地域情報化計画のプラン
ニングに対して従来のモデルにとらわれない運用形態・コスト・技術進展の将来動向などを考慮し、民間サービ
スの積極的な活用など『地域イノベーションモデル』の第一歩としての成果物を提示する。

本検討書は、地方公共団体で地域情報化推進する情報化部門及び関係原課の皆様にお読みいただき、是非、
地域情報化を進める際に参考にしていただければ幸いである。



目 次

第１章 背景・問題提起 ・・・・・・ １

第２章 地域ＩＣＴイノベーション・ガイドブック ・・・・・・ ９

第３章 地域ＩＣＴイノベーション・マッチングサービス機能検討書 ・・・・・ ２９

第４章 地域ＩＣＴイノベーションモデル・モデルケース検討書 ・・・・・ ４５

第５章 地域ＩＣＴイノベーションモデルのまとめ ・・・・・ ６５

【参考資料】 ・・・・・ ６９

【参考資料】 「地域ＩＣＴイノベーション・ガイドブック」 検討の経過資料 ・・・・・ ７１

【参考資料】 「地域ＩＣＴイノベーション・マッチング機能」 検討の経過資料 ・・・・・ ８９

【参考資料】 「地域ＩＣＴイノベーション・モデルケース」 検討の経過資料 ・・・・・ ９５



（余白）



－H26年度 ICT地域イノベーション委員会・地域情報化促進WG－

第１章
背景・問題提起
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１．１ 背景 （Ｈ２５年度成果物の趣旨要約）

地域情報化が始まって１０年以上経過し、ＩＣＴ利活用の検討も５年ほど経過した段階にあり、パーソナルベースの市場や企業ベ
ースの市場ではソーシャル・ゲーム・音楽・メール・クラウドサービス等への活用が進んでいる。
一方で、公共サービス分野におけるＩＣＴ利活用は中々進まない。従来のソリューションモデルによるＩＣＴ利活用の検討を継続して
も、「住民ニーズに即したサービス提供」は実現できない。今こそ「イノベーションモデル」の確立が求められている。
従来の「ソリューションモデル」における課題の整理と問題提起については以下の通り。

本来の目的である「行政課題解決」が後退し、単なるツールであるはずのＩＣＴを導入することが目的化してしまう逆転した事業が散見される。

（１）目的と手段の逆転

（２）目標の数値化・事業検証不足

アクセス数のような「表面的な数値」を目標値にするケースが目立つ。 「行政課題解決」における最終目標の数値化がなされていないケースが多い。

（３）事業採算性検討の甘さ

ＩＣＴサービスの事業採算性は事業開始以前に事業収支を想定すべきである。共同事業化を検討するなど、事業採算性を再考する段階にある。

（４）公設公営での公共サービス提供の考えからの脱却

ＩＣＴの構築・運用・保守までの全てを地方公共団体が行う考え方から、民間サービスの活用なども含めた検討が必要な時期がきている。

（５）ＩＣＴ導入サービスの選定について

地域の課題や地域住民のニーズを十分に把握・確認した上で、ＩＣＴの必要性や導入することで効果を高めることができるかを検討する必要がある。

（６）ＩＣＴサービス導入時の予算配分の検討について

従来ＩＣＴを使っていない層に対しＩＣＴサービスを利用させるための「情報リテラシー向上」施策がなされているケースが見られる。情報リテラシー向上
は別途なされるべきであるが、費用対効果を勘案すればＩＣＴサービスとは切り離して考えるべきである。

（７）利用目的の区分のあいまいさ

直接住民にサービスするのではなく、職員の業務効率化などによる間接的サービスの方が効果を出しやすい場合がありうる。
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１．２ 平成２５年度検討内容の振り返り

三鷹市のＩＣＴ施策
の検討要素

汎用化と
テーマ絞り込み

対策案の検討と
最新状況・事例の検討

とりまとめ

「地域イノベーションモ
デル検討書」
・検討フレーム
・実装手段

検討フレーム
継続性・横展開を実現しながらイノベーションを発生させやすい環境を作るため
に、地方公共団体がＩＣＴを導入する際に検討すべき内容を体系化した。

実装手段
先進事例を元に地方公共団体が実装すれば有効であると考えられる手段を列
記した。また地方公共団体を支援するために必要な公共的機能を列記した。

課題

１．検討フレームの具体化 ： 検討すべき内容について記載されているものの手順レベルになって
いないため、地方公共団体が容易に実践できるレベルになっていない。

２．公共的機能のモデル化 ： マッチング機能等の公共的機能について提言したが、列記されているも
の体系化されていないため、運用モデル化にまで落とし込む必要がある。

３．実装手段のモデルケース化 ： 地方公共団体が実装すれば有効だと思われる手段について、実際
現場での有効性を検証しながらモデルケースを提示する必要がある。

アウトプット
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１．３ 平成２６年度「地域イノベーションモデル」の検討内容

ＩＣＴ地域イノベーションモデル検討書
（Ｈ２５年度成果物）

１．検討フレームの
ガイドブック化

２．公的機能サービス
のモデル化

３．実装手段の
モデルケース

【アウトプット】

地域ＩＣＴイノベーション・ガイドブ
ック

体制の構築、継続性の確保、横展開性の検討など、検討書
の内容について「手順レベルで理解できる指針資料（ガイド
ブック）」を作成する。

可能であれば、どれだけ実施しているかについて最も優れた
地方公共団体を表彰する等の運用も念頭に置く。

Ｈ２６年度検討内容

【アウトプット】

地域ＩＣＴイノベーション・マッチン
グサービス機能検討書

地方公共団体のＩＣＴ化を促進するために公的機関が提供す
べきサービスとして「マッチングサービス」を検討する。「基本
構想」を作成して、ＡＰＰＬＩＣの機能として実装する。

【アウトプット】

地域ＩＣＴイノベーションモデル・モ
デルケース検討書

ガイドブックとマッチングサービスの活用により、継続・横展
開モデルの実現の机上検証として、「モデルケース」を検討
する。

今までに実施されたＩＣＴ事例をベースにした継続・横展開モ
デルの検討を試みる。
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第２章
地域ＩＣＴイノベーション・ガイドブック
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地方公共団体のＩＣＴ推進ご担当者には是非とも参考にしていた
だきたいと考えています。

しかしながら、ＩＣＴはあくまでツールです。行政課題は全庁的に
取り組んでいかねばならず、そのためにはＩＣＴ推進担当者だけ
ではなく、行政課題の解決を試みるご担当者には是非とも参考
にしていただきたいと考えています。

また、行政課題を解決するパートナーとしてＩＣＴ技術やサービス
を提供する民間企業にも参照いただきたいと思います。

本ガイドブックの位置づけ

① 本書は、完全版ではないと考えています。
まずはこのような取組について一歩踏み出した事に意義があると考えています。今後、様々な意見や見解を取り入れながら、逐次エンハンスして

いく事を考えています。ご覧の方のご意見を広く募集致します。

② 運用方法については検討中です。
地方公共団体が参考するにあたり、活用しやすい使い方や配布方法などを検討中です。また、エンハンスの方法について検討中です。

【参考】イノベーションの定義と自治体で実施する際の読み替え

Ａ．新しい財貨すなわち消費者の間
でまだ知られていない財貨、ある
いは新しい品質の財貨の生産

Ｂ．新しい生産方法の導入

Ｃ．新しい販路の開拓

Ｄ．原料あるいは半製品の新しい供
給源の獲得

Ｅ．新しい組織の実現

【シュンペーターによるイノベーション】
経済活動の中で生産手段や資源、労働力などを
それまでとは異なる仕方で新結合すること

Ａ．未知・新品質の財貨生産

Ｂ．新しいサービス創出方法

Ｃ．新しいサービス提供先

Ｄ．新しいサービス供給源

Ｅ．新しい組織・体制構築

【自治体版の読み替え】

「イノベーション」はともすると「技術革新」や「新発明」にフォーカスされやすいが、実際には
「社会的に大きな変化をもたらす自発的な広い意味での変革」を意味する。

シュンペーターの定義するところのイノベーションについて、販路や生産、原料といった、民
間サービスを主体に捉えているため、地方公共団体で適用するには読み替え必要だと考え
られる。ここでは、これらの「組わせの妙」によりイノベーションが生じると定義する。
本書では下記のような読み替えを行っている。

（１） ガイドブックの目的

本ガイドブックは、過去のＩＣＴサービス導入の成功事例を観察し
た結果として、共通のノウハウをとりまとめたものです。

ＩＣＴサービスを導入されようとする方々が、企画段階で本書を
参考にする事で、 より継続性が高く、より広範囲に横展開でき
るような新たな気づきを得るように促す事を目的としています。

そのため、本ガイドブックに強制力はありません。

本書がセルフチェック等に活用され、ＩＣＴサービスを企画する方
が何らかの気づきを得る事があれば、目的は達せられます。

（２） ガイドブックを見て欲しい対象者

本ガイドブックにおける今後の課題
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本ガイドブックの読み方

・
・
・

本ガイドブックは「チェックリスト」と「解説書」に分かれています。
チェックリストは「１－１」から「５－３」まで全部で１１項目あり、それぞれの項目について解説書で詳細に解説しています。

【チェックリスト】
【解説書】

チェックリスト
1-1の解説

チェックリスト
1-2の解説

解説書を読まなくても、本チェックリストを見ただけでもセ
ルフチェックが可能であるように構成しています。

更に詳細な検討の実施や先進事例を知りたい場合は、該
当する項目の解説をご覧いただく使い方となります。

チェックリストは、ＩＣＴサービスを実施する上で欠かせない
要素を５つの種別に分類し、サービス企画時の際に抜け・
漏れがないように設定しています。

５つの種別はそれぞれ、「１．サービス利用者」、「２．サー
ビス価値」、「３．サービス提供方法」、「４．サービス提供
方法」、「５．リソース」としています。

【チェックリスト】

【背景】 多くの地方公共団体が抱えていると考える状況を記載しています。

【解説書】

イノベーションの種類 前述において定義した５つのイノベーションいずれか。

【イノベーション後の姿】 あるべき姿を想定しています。

【アクションの例】 あるべき姿にするためのアクション例を記載しています。

【先進事例】 既に地方公共団体で実施されている事例を記載しています。
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０．チェックリスト

種別 CHK 項番 項目 備考

１．サービス
利用者

１－１ 行政（首長を含む）とのコミュニケーションについて住民が満足しているか。

１－２ 住民同士は普段どのようなコミュニケーションを行っているか把握しているか。

２．サービス
価値

２－１ 「行政課題を解決するプロセス」と「課題解決の指標となるＫＰＩ」が論理的に正し
く設定された上で、「手段としてのＩＣＴ」が検討されているか。

２－２ 継続性を担保するため、導入するＩＣＴについて重要度に応じてランク付けを行い
設置場所等の指針を設けているか、またＩＣＴ－ＢＣＰが設定されているか。

３．サービス
提供方法

３－１ ＩＣＴの経年陳腐化を防ぐためにも、独自のＩＣＴを専用に開発するのではなく、民
間の既存サービスを活用できないか調査・検討は充分に行ったか。

３－２ 汎用機器を含む保有デバイスがなくても利用できる状況や、回線費用の負担が
不要等のように、住民の継続利用を担保する仕組が充分に配慮されているか。

４．キャッシュ
フロー

４－１ 同じ課題を持つ複数の団体（近隣に限らない）との共同利用によるコスト低減は
充分に検討したか。共同利用団体を増やすための施策を検討したか。

４－２
事業継続のため、システム企画時に運用費用の確保について、公費以外にも受
益者負担、ボランティアの活用、データ販売、広告収入、クラウドファンディング
等のビジネスモデルの検討を実施したか。

５．リソース
５－１ 庁内の原課同士が集まってＩＣＴを含む街づくり施策について意見交換する「場づ

くり」がされているか。

５－２ スキルアップやノウハウ蓄積等、地域の企業（ＮＰＯ含む）の体力づくりが考慮さ
れているか。

５－３ 地方公共団体が保有する公的資産・公的資源がリソースとして十分活用されて
いるか。
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１．サービス利用者の解説 （１）

行政（首長を含む）とのコミュニケーションについて住民が満足しているか。１－１

【背景】  住民サービスに関するＩＣＴは住民の共感を得た「街づくりのビジョン」に基づいて導入されるべきである。

 サービス継続のための運用費について、住民の認知と共感が無ければ困難である。

【アクションの例】  市民モニター制度やアンケートの実施あるいはソーシャルメディアを活用して住民の意見の吸い上
げの広範囲化を行う。

 首長をはじめとした役職や担当職員が住民への露出度を高める事で、多くの住民がファンになるよ
うなアプローチをとる事により、住民との意見交換や情報交換を充分に図る。ソーシャルメディアを
活用した住民の声を拾う。

【先進事例】  東京都三鷹市では、無作為に市民へ手紙を送付した市民委員を依頼し、サイレントマジョリティ層の
意見を吸い上げる工夫をしている。

 岡山県や静岡県浜松市ではソーシャルメディアを活用した計画策定の検討を行っている。

 富山県富山市では、ＬＲＴ敷設に伴い、データを活用して住民の共感を得る施策を行っている。

策定した「街づくりのビジョン」について、可能な限り多くの住民が認知しており共感も得られている。認知
度や共感度が把握され、住民ＩＣＴサービスの継続に資する公費について理解が得られている。

イノベーション
後の姿

Ｅ．新しい組織・体制の構築
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１．サービス利用者の解説 （２）

住民同士は普段どのようなコミュニケーションを行っているか把握しているか。１－２

【背景】
 住民サービスに関するＩＣＴは、住民同士が自発的にコミュニケーションを取って相互で助け合うなど、

導入時にサービス享受できる体制が浸透していないと継続が難しい。

 また行政の一方的な公助サービスではなく、共助・自助サービスを補完するツールは継続しやすい。

【アクションの例】  防災訓練の実施や自治会に要援護者リストを提供する等、自治会や商工会との情報共有の強化
や共助イベントを実施する。

 地域の民間業者や住民と連携して、地域課題の解決策の模索検討会を定期的に実施する。

 普段ＩＣＴを使っていない層の方々が通常どのように情報を得ているかに配慮する。

【先進事例】  神奈川県藤沢市では、「地区のポータルサイト」を設けており、住民同士が協力して地域情報を
共有している。

 千葉県千葉市では「ちばレポ」というアプリケーションを開発し、住民の「まちで見つけた“困った
“レポート」を地図上で共有する事で、市民と行政の協業が取り組まれている。

 神奈川県横浜市では、「ローカルグッド横浜」サービスが展開されており、地域課題を地域住民
が把握し、共感を得、更にクラウドファンディングを活用した解決策の取組がなされている。

住民同士の共助意識が高く、共助の体制が出来上がっているため、共助・自助を補完する住民サービス
のＩＣＴが積極的・継続的に利用されている。

イノベーション
後の姿

Ｅ．新しい組織・体制の構築
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２．サービス価値の解説 （１）

「行政課題を解決するプロセス」と「課題解決の指標となるＫＰＩ」が論理的に正しく設定された上で、手段として
ＩＣＴが検討されているか。

２－１

【背景】  ＩＣＴ導入が目的化し、どのようなプロセスで行政課題が解決されるのか曖昧なケースが散見される。

 導入システムのパフォーマンスを計る際、「アクセス数」や「電子申請率」等をＫＰＩにしているケースが
散見される。本当に大切なのは住民がどう便利に、どう豊かになったかを計る事のはずである。

【アクションの例】  行政課題、あるべき姿、課題解決プロセスを図示して明示し、他部門を交えたレビューを行う。

 設定したＫＰＩについて、他部門を交えたレビューを行う。

 「地域情報化アドバイザー」と連携して、課題プロセス化やＫＰＩの妥当性について検討する。

【先進事例】  佐賀県の川島特別顧問の提唱によれば、ＫＰＩについて一旦金額で示すと判りやすいという。

 （先進事例の調査中）。

 （先進事例の調査中）。

「行政課題」と「あるべき姿」がそれぞれ明示されており、課題解決のプロセスが論理的に説得性の高い
ものになっている。ＫＰＩは「システム稼働のパフォーマンス」ではなく「行政課題がいかに解決されたのか
」が指標となっている。

イノベーション
後の姿

Ｂ．新しいサービス創出方法
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システムについて設置場所の基準が設定されており、ＩＣＴ－ＢＣＰについても設定されている。想定外の
事態が発生しても重要なサービスは提供され続ける事が可能となっている。

イノベーション
後の姿

２．サービス価値の解説 （２）

継続性を担保するため、導入するＩＣＴについて重要度に応じてランク付けを行い設置場所等の指針を設けてい
るか、またＩＣＴ－ＢＣＰが設定されているか。

２－２

【背景】  何でもクラウドにすれば良いというものではなく、非常時等にシステムが手元にある方がサービス継
続性が高いケースも多い。

 システムが停止する要因は何なのか、その際のインパクトはどれくらいかを把握しておく必要がある。

【アクションの例】  設置場所の妥当性について指標を設ける。

 ＩＣＴ停止時のインパクトについて調査し、停止時の代替策を策定しておく。

 設置自治体に対するヒアリングを実施する。

【先進事例】  東京都三鷹市では、導入システムの種別毎にランク付けを行い、設置場所基準を設けている。

 神奈川県藤沢市ではＩＳＯ２７０３１及びＩＳＭＳを取得し、更に「ＩＣＴ－ＢＣＰ【新型インフルエンザ
編】」を策定、人的リソースまで含めたマネジメントシステムを運用している。

 （先進事例の調査中）。

Ｄ．新しいサービスの供給方法
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地方公共団体独自の細かいルールはシステム側に合わせるように対応する事で、民間の既存サービス
の枠組みを可能な限りそのまま活用している。そのためコストを殆どかけずに経年変化に対応できてい
る。

イノベーション
後の姿

３．サービス提供方法の解説 （１）

ＩＣＴの経年陳腐化を防ぐためにも、独自のＩＣＴを専用に開発するのではなく、民間の既存サービスをそのまま
活用できないか調査・検討は充分に行ったか。

３－１

【背景】  地方公共団体が独自でシステムを構築した場合、経年変化に対応するためのバージョンアップにまで
は費用ねん出ができず、サービスの継続性に問題が発生するケースが多い。

 一方で、民間のコンシューマサービスでは費用負担なしで高頻度なバーションアップする事が多い。

【アクションの例】  導入したい機能について民間サービスではどのようなものがあるか調査し、フィットギャップを行う。

 事業者判断でサービス停止されてしまうリスクについて充分に検討する（低減、保有、回避、移転）。

 民間企業のサービスを活用する場合、当該企業にのみデータ提供する事が問題にならないか等、デ
ータの公開範囲についてオープンデータ化することも含めて検討する。

【先進事例】  武雄市ではホームページをFacebookに移行した。

 静岡県では地図情報システムにアマゾンWebサービスを採用している。

 福岡県福岡市、岡山県倉敷市、神奈川県藤沢市をはじめ80団体近い地方公共団体がアスコエ
パートナーズの提供する「子育て支援ナビ」サービスを活用している。

Ｄ．新しいサービスの供給方法
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スマートフォン等のデバイスを持たない人でも利用できるような環境が考慮されており、テレビ等の普段
利用しているデバイスでも利用できるサービスが検討されている。導入システムのための住民への回線
費用負担が前提となるサービスは極力避けられている。

イノベーション
後の姿

３．サービス提供方法の解説 （２）

汎用機器を含む保有デバイスがなくても利用できる状況や、回線費用の負担が不要等のように、住民の継続利
用を担保する仕組が充分に配慮されているか。

３－２

【背景】  高齢者にタブレットＰＣやスマートフォンを配布した場合、使われずに放置されるケースが散見される。

 生活困窮者や高齢者にとって回線費用の負担が前提となるサービスは継続利用の制約条件となって
しまう。

【アクションの例】  地方公共団体窓口に来れば同様のサービスが受けれるような配慮を行う。

 地方公共団体負担による情報通信基盤の整備やデータ通信費用の一部負担などを行う。

 職員が持つ端末により情報表示する等、間接的なサービスによる利便性向上などを検討する。

【先進事例】  神奈川県厚木市のマイタウンクラブは、公共施設の窓口にＫＩＯＳＫ端末が用意されており、行
政担当者のサポート付きでシステム操作が可能になっている。

 三重県玉城町ではデータ通信料金の一部を自治体が負担しており、今後は町内の幾つかの施
設にWi-Fiアンテナを設置して通信料の低減を図る構想を持っている。

Ｂ．新しいサービス創出方法
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独自の細かいルールについては地方公共団体が柔軟に対応する事で、同じ課題を持つ複数団体によ
る共同利用を実現している。追加団体を増やした場合は１団体あたりの運用コストを低減させるような仕
組みが検討されている。

イノベーション
後の姿

４．キャッシュフローの解説 （１）

同じ課題を持つ複数の団体（近隣に限らない）との共同利用によるコスト低減は充分に検討したか。共同利用
団体を増やすための施策を検討したか。

４－１

【背景】  地方公共団体独自の細かいルールに拘った事により、高価で共同利用化する事が困難な独自システ
ムを構築するケースが多い。

 共同利用を行い、更に共同利用団体を増やしていく事により、１団体あたりの利用料を低減させる事
ができれば、浮いた費用で行政サービスを充実させる事が可能になる。

【アクションの例】  導入システムについて共同利用も選択肢として検討する。

 ＡＰＰＬＩＣが提供するマッチング機能を利用して、共同利用を推進する。

【先進事例】  新潟県長岡市・三条市の自治体クラウドでは、新潟県内での共同利用ではあるが、離島自治体
も含めた共同利用を実現している。

 神奈川県内の地方公共団体(任意）では、電子自治体共同運営サービス（電子申請・届出、施
設予約、電子入札）を共同利用することで、1団体あたりの費用を軽減している。

 秋田県町村会では、サーバ基盤プラットフォームの共同利用によるコスト低減を実現している。

Ｄ．新しいサービス供給源

21
地域ＩＣＴイノベーション・ガイドブックVer.1.0



システムのキャッシュフローが広く確認されており、他に収益可能な部分も検討されている。収益モデル
やボランティア活用による公費負担の低減施策が実施されて事業継続性が高まっている。

イノベーション
後の姿

４．キャッシュフローの解説 （２）

事業継続のため、システム企画時に運用費用の確保について、公費以外にも受益者負担、ボランティア活用、
データ販売、広告収入等のビジネスモデルの検討を実施したか。

４－２

【背景】  公費のみで運用費を全額負担すると、後に運用費用について問題視されるケースが多い。

 ある程度のビジネスモデルを検討し、運用費用の公費負担削減を検討しつづける必要がある。

【アクションの例】  キャッシュフローについて図示し、他に収益が可能な部分がないかを検討する。

 ビジネスモデル創出検討のワークショップ等を開催する。

（例： アレックス・オスターワルダーのBusiness Model Canvas、デザイン指向ワークショップ、等）。

 キャッシュの収益が出るような構造を考えるだけではなく、住民が元気になった、健康を得た、幸福に
なった、特別養護老人ホームが廃止された等、金銭以外の価値まで試算に含める。

【先進事例】  福井県鯖江市ではクラウドファンディングサービス「FAAVO」のエリアオーナーとなり、「FAAVO
さばえ」を運営している。

 （先進事例の調査中）。

 （先進事例の調査中）。

Ｃ．新しいサービス提供先
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各課の行政課題を全庁的に原課同士が共有する事で、相互理解に基づいた施策が立案され、ＩＣＴ導入
における庁内のマインド継承が図られる事でサービスが継続されている。

イノベーション
後の姿

５．リソースの解説 （１）

庁内の原課同士が集まってＩＣＴを含む街づくり施策について意見交換する「場づくり」がなされているか。５－１

【背景】  導入担当者が異動するとシステム導入理念が途絶え、継続性に問題が生じるケースが多い。

 情報政策部門を含む少数の原課判断によるシステム導入は、庁内を含めて広範囲な有効活用がされづらい。

【アクションの例】  ＩＣＴ施策に関する庁内の原課が集まって課題認識を合せる会議体を設ける。

 住民の意見について、担当原課だけでなくジャンルを超えて全庁的に共有を図る。

 首長ないし副首長などのトップが推進役となって、会議体の構成を検討する。

【先進事例】  高知県南国市では副市長の承認にもとで、毎月、全庁的に原課が集まってＩＣＴ施策について協
議・意識合わせを、情報政策課が主査となって実施している。

 神奈川県藤沢市では来庁・電話・ファックス・意見提案箱・インターネット・手紙・陳情で収集した
市民の意見（お礼・苦情・提案・質問等）を庁内ポータルシステム内で一元管理し、全庁的に情
報共有している。

Ｅ．新しい組織・体制の構築
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４．リソースの解説 （２）

スキルアップやノウハウ蓄積等、地域の企業（ＮＰＯ含む）の体力づくりが考慮されているか。５－２

【背景】  クラウドシステムを推進すると、地域企業のＩＣＴにおけるノウハウ蓄積の機会を喪失する恐れがある。

 地域の企業をはじめとしたステークホルダーにＩＣＴに限らない各種施策に関する情報が充分浸透して
いない場合、地域の充分な支援が期待できなくなる事で事業継続が困難になる恐れがある。

【アクションの例】  首長をはじめとした役職や担当職員が住民への露出度を高める事で、多くの住民がファンになるよ
うなアプローチをとる事により、住民との意見交換や情報交換を充分に図る。

 街づくりに関するスキルアップや体力作りを目的とした中間とりまとめ団体を設置し、情報交換や研
修・セミナー等の開催を定期的に実施する。

 地方公共団体がNPO団体等の成果展示会を企画し、ビジネスマッチングの機会を創出する。

【先進事例】
 東京都三鷹市では、「株式会社まちづくり三鷹」が地元の街づくり団体の中間とりまとめ団体の

ような役割を担い、地域企業の教育・研修を含めた地域企業の体力作りを担っている。

 神奈川県厚木市では、ボランティア団体である「マイタウンコミュニティクラブ」が定期的にオフ会
やセミナーを開催。地域のＮＰＯや高齢者のＩＴリテラシー向上を実施している。

地域の企業が住民と行政の間に立って、ＩＣＴを活用した街づくりに関する中心的な役割を担っている。
賛同する地域の企業も多く、行政の施策と円滑な連携がとれている。

イノベーション
後の姿

Ｅ．新しい組織・体制の構築
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４．リソースの解説 （２）

地方公共団体が保有する公的資産・公的資源がリソースとして十分活用されているか。５－３

【背景】  地域にはデータや資源を含めて多くのリソースがあるが、地方公共団体職員は担務以外の分野のリ
ソースについて認識していないケースがある。

 地方公共団体職員の担務以外のリソースを、異なる分野で活用すればイノベーションが創出されや
すい。

【アクションの例】  地域の持つ人材、魅力、資産といったリソースについて、洗い出しと情報共有を行いリスト化する。

 地域の魅力は地域の人では気づきにくいケースも多いため、外部人材などから率直な意見を聞く
のも有力な方法となる。

【先進事例】  高知県黒潮町は「何もない」という事を観光資源にしている。

 徳島県上勝町の「株式会社いろどり」は、外部の視点による地域リソースの発掘と組み合わせ
による成功事例と言える。

施策に関する高度なノウハウを持つ地域人材がどこにいるか、地域の魅力が何であるのか、活用が不
十分な資産は何であるかが把握され、そのような強みを活かした施策が打ち出されている。

イノベーション
後の姿

Ｅ．新しい組織・体制の構築
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一般財団法人全国地域情報化推進協会

地域ＩＣＴイノベーション・マッチング

サービス機能検討書
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１．マッチング機能検討の前提条件

（１） ＡＰＰＬＩＣが導入するＣＭＳの機能において実現可能な範囲での実装とする

（２） 現状のＡＰＰＬＩＣ体制において運用可能な範囲での実装とする。

今回ＡＰＰＬＩＣでは、従来の手作業でのホームページ作成に代わり、オープンソースのＣＭＳ導入を検討している。
まずは、マッチング機能の検討を受けて専用システムを実装するのではなく、ＣＭＳ導入に便乗した実装を行う。

検討会ではマッチング機能に必要な機能を検討し、仕様として盛り込めるかどうかのフィットギャップ分析を実施す
る。その結果、導入できる範囲で機能の実装を行う。

マッチング機能についてまずは実装の実証から検討するが、その際でも専任の人員を配置する事なく、
現状の体制のままで運用可能な範囲を前提条件とする。
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１．マッチング機能検討の進め方

地方公共団体の課題を解決するための
製品・サービスとして、世の中にどんなも
のがあるか、一元的・一括的に検索・調
査できるようなサイトが無い。

遠隔地同士で共同利用しようと思っても、
自身と同じ課題を持っている地方公共団
体はどこなのか、調べる手段がない。

複数団体を連携させて広域で課題の解
決策を模索するコーディネートが難しい。

遠隔地同士の自治体で共通課題の認識
ができても、それ以降の連絡手段が疎遠
になりがちである。

マッチング機能に求められる仕様マッチングにおける現状の問題点

【機能１】サービス集積・検索機能

地方公共団体の課題を解決するための製品・
サービス・事例を集積し、一元的・一括的に検
索・調査できるような検索機能。

【機能２】類似団体の検索機能

自身と同じ課題を持っている地方公共団体は
どこなのかを調べて連絡を取る機能。

【機能３】コーディネーション機能

複数団体を連携させた課題の解決策のコーデ
ィネートを行う機能。

【機能４】遠隔コミュニケーション機能

共通の課題を認識する地方公共団体職員同
士で、任意の時間に連絡が取りあえる機能。

ＡＰＰＬＩＣのＣＭＳで
の実装を検討

ＡＰＰＬＩＣのＣＭＳで
の実装を検討

ＣＭＳ以外で
引き続き検討

ＣＭＳ以外で
引き続き検討
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２．機能１ 「サービス集積・検索機能」概要

Ａ団体

製品
データベース

地方公共団体
（APPLIC会員）

企業ａ

企業ｂ

企業ｃ

企業ｄ

民間企業等
（APPLIC会員）

企業ｅ

企業ｆ

企業ｇ

製品ａ

メタ情報
＜課題＝防災＞
＜課題＝観光＞

製品ｂ

メタ情報
＜課題＝観光＞
＜課題＝教育＞

製品ｃ

メタ情報
＜課題＝防災＞
＜課題＝環境＞

製品ｄ

メタ情報
＜課題＝防災＞

製品ｅ

メタ情報
＜課題＝観光＞

製品ｆ

メタ情報
＜課題＝ＣＲＭ＞
＜課題＝産業＞

製品ｇ

メタ情報
＜課題＝観光＞

製品データ蓄積

防災が課題

登録の際にプルダ
ウン程度の選択操
作で予めメタ情報
を付記する。

検索

観光

教育 産業

環境 交通

防災

課題を入力して検索

防災

製品ａ

詳細

あいうえおかきくけこ・・・

検索結果

製品ｃ

詳細

あいうえおかきくけこ・・・

製品ｄ

詳細

あいうえおかきくけこ・・・

地方公共団体の課題を解決するための製品・サービス・事例には
どんなものがあるかを検索する

検討すべき課題

○ 課題（メタ情報）のジャンル分け
（ジャンル・分類、ジャンルの粒度）

○ 製品登録の方法
（ＣＭＳのＩＤを企業に付与する等）

電話やメールで企業に連絡する
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２．１．機能１ 「サービス集積・検索機能」の運用例

地方公共団体 「課題」検索 各社「製品データ」抽出

＜検討案＞
■課題ジャンルの粒度⇒ 漠然とした課題区分とし、レイヤーは１層とする。将来複数レイヤーへの拡張も可とする。

理由：・利用者が探しやすくなる「一覧性」を重視
・微妙に異なる製品データ抽出は、利用者の「気づき」の機会増大につながる
・格納する製品データが膨大になった時点で、課題区分の詳細化を追加検討し、
先ずは課題区分ごとに抽出できる製品データを増やす

■課題区分＝防災、防犯、観光、教育、福祉・介護、医療、農林水産業、商工業、交通、エネルギー、
インフラ老朽化対策、地域情報化、電子自治体、マイナンバー、その他

＜利用シーン＞

＜登録シーン＞

民間企業等 「製品データ」蓄積

＜検討案＞
■使われるものにする ⇒先ずは製品データを増やす
■製品データの登録促進の阻害要因を解消
・社外発表の社内承認基準 ⇒プレスリリース情報、カタログなど承認済みツールのＰＤＦファイルを登録

従って、ＡＰＰＬＩＣ標準様式は決めない
・過度な営業合戦の抑止 ⇒民間企業等は他社の製品データを閲覧不可

課題選択した地方公共団体の情報は開示しない
■鮮度の維持 ⇒登録した年月日を利用者にも表示
■運営管理 ⇒登録後、登録処理済メール⇒ＡＰＰＬＩＣ事務局が登録内容を確認
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２．２．機能１ 「サービス集積・検索機能」の機能仕様

機能の概要

自治体専用会員サイトの本サービスを利用する地方公共団体
は地域課題のチェックボックスを選択すると、課題解決に対応
する製品データの一覧を閲覧でき、製品ごとに詳細ボタンをク
リックすることにより、選択した製品データの内容を閲覧できる
。また、製品データの登録年月日を表示する。

製品データを登録する民間企業は掲載したい製品データのＰ
ＤＦファイルをＡＰＰＬＩＣ事務局にメールし、事務局が確認した
のちに課題別一覧に製品データを登録する。
将来、登録する課題分類を変更、階層化できる。

操作者別の
操作方法

実現のために
検討が

必要な項目

運用中に想定
される課題
やリスク

・製品データが少なくて利用されない

画面イメージ・説明

・利用する地方公共団体： 【地域課題入力】
自団体の地域課題をチェックボックス選択により入力する。
・ＷＧメンバ 【地域課題分類】
ＷＧメンバが年度ごとに課題分類を行いシステムに反映する。

・ＡＰＰＬＩＣ事務局 【製品データ登録】

民間企業等から寄せられた製品情報のＰＤＦデータを課題別
製品一覧に登録する。

・ジャンルの設定： 課題の種類や粒度
・情報の鮮度： 生産・販売中止の有無

リスク回避方法
・課題への対策

・初期登録データの提供をＷＧ参加企業に依頼する。

・他委員会、他ＷＧ、総会等を通じて定期的に登録依頼を
行う。

・ＡＰＰＬＩＣホームページを通じて、会員・会員外の民間企業
へ製品データの登録依頼を呼びかける。

登録

観光

教育

環境 該当なし

産業

（１）課題分類

（レベル１の課題分類）

防災

製品ａ

詳細

あいうえおかきくけこ・・・

製品ｄ

詳細

あいうえおかきくけこ・・・

電話やメールで企業に連絡する

（２）課題別製品一覧

（３）製品データ

製品Ａ

カタログ／リーフレット

防災

製品ｃ

あいうえおかきくけこ・・・

詳細
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２．３．機能１ 「サービス集積・検索機能」の画面遷移図（１）

製品ａ

詳細

（概要）あいうえおかき
くけこ・・・先頭30文字

製品ｄ

詳細

あいうえおかきくけこ・・・

外部サイト

（４）詳細画面

製品ｃ

あいうえおかきくけこ・・・

詳細

地方自治体側の画面（検索機能）

ID

（１）ログイン画面

Pass

ログイン

ログイン済セッション情報が
あればどこでログインしても
良い

情報検索

＋

カテゴリ選択

防災

＋ 教育

＋ 小学校

＋ 生涯教育

・
・

カテゴリを増や
すと自動的に
増える

製品ａ

詳細

あいうえおかきくけこ・・・

製品ｃ

あいうえおかきくけこ・・・

詳細

新着情報

（２）検索画面 （３）検索結果画面

・
・

概要

概要全文

製品・サービス名

概要全文

資料（ＰＤＦなど）

資料

製品情報（外部サイト）

http://......

連絡先

会社名 部署名
氏名 電話番号
メールアドレス

ＰＤＦ
等

2012年1月1日PM1:11

2012年1月1日PM1:11

2012年1月1日PM1:11

イイネ

消防署、小学校・・

カテゴリ
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概要

概要全文

製品・サービス名

概要全文

資料（ＰＤＦなど）

資料

製品情報（外部サイト）

http://......

連絡先

会社名 部署名
氏名 電話番号
メールアドレス

イイネ

製品ａ

詳細

（概要）あいうえおかき
くけこ・・・先頭30文字

自社が登録した製品一覧

（４）記事編集画面

製品ｃ

あいうえおかきくけこ・・・

詳細

民間企業側の画面（登録機能）

ID

（１）ログイン画面

Pass

ログイン

ログイン済セッション情報が
あればどこでログインしても
良い

（２）登録情報一覧画面

・
・

概要

概要全文

製品・サービス名

資料（ＰＤＦなど）

資料

製品情報（外部サイト）

http://......

連絡先

会社名 部署名
氏名 電話番号
メールアドレス

2012年1月1日PM1:11

2012年1月1日PM1:11

他社が登録した製品は見えない

イイネ(5)

イイネ(5)

新規登録

アップ
ロード

編集

登録者情報

会社名 部署名
氏名 電話番号
メールアドレス

登録

削除

消防署、小学校・・

カテゴリ

＋ 防災

＋ 教育

＋ 小学校

＋ 生涯教育

・
・

カテゴリを増や
すと自動的に
増える

削除
キャン
セル

本当に削除して良いですか。

登録
編集に
戻る

登録して良いですか。

（登録内容が列記される）

ＯＫ

削除しました。

ＯＫ

登録しました。

登録の規約を了承する

登録の規約

（３）登録情報詳細画面

（５）登録確認画面

（６）登録結果画面

（７）削除確認画面（８）削除結果画面

1|2|3|4|5….

38２．３．機能１ 「サービス集積・検索機能」の画面遷移図（２）
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Ａ団体

Ｂ団体

Ｃ団体

Ｄ団体

３．機能２ 「類似団体の検索機能」概要

Ｅ団体

課題
データベース

地方公共団体
（APPLIC会員）

課題データ蓄積

防災が課題

各団体に課題を登録してもらう。

検索

観光

教育 産業

環境 交通

防災

課題を入力して検索

検索結果

自分と同じ課題を持っている地方公共団体は
どこなのかを検索する。

検討すべき課題

○ 課題（メタ情報）のジャンル分け
（ジャンル・分類、ジャンルの粒度）

○ 課題登録の方法
（ＣＭＳのＩＤを企業に付与する等）
（企業と異なり、ＩＤを付与してまで活用するか？は課題）

○ 地方公共団体が課題を登録してくれるか。

登録

観光

教育

環境 交通

防災

地方公共団体
（APPLIC会員）

産業

「課題」ジャンルだけでは詳細な内容
に齟齬が生じる可能性がある。

可能であれば、チェックボックス選択
に加えて課題詳細を簡単な文面にして
入力する欄がある事が好ましい。

防災

Ａ団体

詳細

Ｂ団体

詳細

Ｃ団体

詳細

Ｄ団体

詳細
電話やメールで

共同利用を持ちかける
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防災

Ａ団体
詳細

Ｂ団体

詳細

Ｃ団体

詳細

Ｄ団体

詳細

３．１ 機能２ 「類似団体の検索機能」の機能仕様

機能の概要

本サービスを利用する地方公共団体が自団体の地域課題
をチェックボックス選択と記述により入力すると、蓄積
されているデータから同様の地域課題を持つ団体に関す
る情報を検索し提供する。また同時に当該団体の課題を
記録・蓄積する。
初年度は細かく地域課題の分類を行わず、地域課題を記
述してもらう。次年度以降に、記述された地域課題デー
タを基に人手により地域課題の分類の詳細化を行い、地
域課題の選択項目を増やす改良をする。

操作者別の
操作方法

実現のために
検討が

必要な項目

運用中に想定
される課題
やリスク

・地方公共団体が記名での課題入力をしてくれない
→ データが少なく利用価値が低くて利用されない
（負のスパイラル）

画面イメージ・説明

・利用する地方公共団体：【地域課題入力】
自団体の地域課題をチェックボックス選択と記述によ
り入力する。

・WGメンバ / APPLIC事務局：【地域課題分類】
各団体の地域課題がベンダに流出することを避けるた
めにシステムが匿名化処理を行い、WGメンバが年度ご
との課題分類を行いシステムに反映する。匿名化処理
が難しい場合は、APPLIC職員が課題分類を行う。
課題分類に関する初期データはユースケース１の製品
の課題分類と同じとする。

・ジャンルの設定： 課題の種類や粒度
・地方公共団体のインセンティブ：
自団体の課題を公の場に記名の上で入力してもらうた
めのインセンティブの考慮

・サービス運用の分担：共通課題自治体への共同利用の
持ちかけ、課題データの分類とシステム反映 等

リスク回避方法
・課題への対策

・初期登録データの提供をWG参加団体にお願いする。

・委員会やWG、あるいは総会等を通じて定期的に状況
報告や登録の依頼を行う。

登録

観光

教育

環境 該当なし

防災

産業

登録

部署名

登録
登録

○○○

△△△

該当なし

XXX

自治体名

●●●

▲▲▲

課題内容

課題名

（１）自治体名･部署名入力 （２）課題分類Ⅰ

（３）課題分類Ⅱ （５）課題内容
記述

（レベル１の課題分類）

（レベル２の課題分類）

（課題内容の記述）

※（２）（３）の課題分類は当初はユースケース１の製品の課題分類に合わせる。

（４）同一課題
自治体表示

同一課題
自治体なし

○○○
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３．マッチング機能フィットギャップ結果 41
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機能名 項目 機能説明
フィット

・ギャップ
備考・課題

機能１

「サービス集積・検索
機能」

（１）課題分類
サービスや製品、事例を、カテゴリー分類し
て検索できるようにする機能 ○

カテゴリーは適宜運用者によって追加削
除修正できる。

（２）課題別製品一覧
カテゴリー毎に、登録された製品やサービ
スを一覧表示する機能 ○

（３）製品データ
選択されたサービスや製品の詳細な情報
を表示する機能 ○

機能２

「類似団体の検索機
能」

（１）自治体名･部署名入力
地方公共団体名と部署名を登録する機能

×
現在の運用ではログインＩＤを地方公共団
体毎であり、部署までは把握できない

（２）課題分類
地方公共団体が抱える課題のカテゴリーを
選択する機能 ○

カテゴリーは適宜運用者によって追加削
除修正できる。

（３）同一課題自治体表示
カテゴリー毎に、登録された課題と、登録し
た地方公共団体名が一覧表示される機能 ○

（４）課題内容記述
地方公共団体の課題を記載し登録する機
能 ×

仮に機能が存在しても、どのようにして登
録するインセンティブを設けるか。

今回ＡＰＰＬＩＣが調達するＣＭＳについて、マッチング機能として検討した機能１、機能
２についてどこまで実装できるか、フィットギャップ分析を実施した。

【結果】 ○ 機能１「サービス集積・検索機能」
大きなカスタマイズが不要で、テンプレートの調整等のみで実装可能。

○ 機能２「類似団体の検索機能」
別途、登録する関連の機能の作り込みが必要。
それ以外にも、どのようにして地方公共団体の課題を入力してもらうのかという、
インセンティブに課題があるという指摘があった。

※）フィットギャップ分析とは
システム化などの要求に対して、検討中の情報シ
ステムの機能や性能がどれだけ適合しているか、
どれだけの乖離が生じているかを分析すること。
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今後の検討課題・検討内容（１）

（１）機能１ 「サービス集積・検索機能」の実装に関する実証。

（２） 機能２ 「類似団体の検索機能」の運用検討。

 検討機能のうち「機能２」については、フィットギャップの検討結果を受けて、オンラインのみで完結する事
は困難だと考えられるが、オフラインでの活動と並行する事で、本機能は有効に機能する可能性が高い。

 例えば、ある課題をテーマにＡＰＰＬＩＣ主催の交流勉強会を開催する（ストリーミングも検討）。そこに集まっ
た地方公共団体ないし職員は、「その課題を持っている」か「その課題に興味がある」と判断できる。

 このように交流勉強会の交流会・懇親会も含めて、まずはオフラインでの交流を促進する。

 その後の交流支援ツールとして、機能２で検討した機能を活用をすれば効果的に機能する可能性が高い
と考えられる。平成２７年度は、試行的に「ＡＰＰＬＩＣ交流勉強会」を実施する事を検討する。 実装するＩＣＴ
サービスについては別途要検討。

 「機能１」についてＡＰＰＬＩＣのＣＭＳ導入と同時に実装する。

 登録データは民間企業の製品・サービスだけでなく、事例や地域情報化アドバイザーの実績も対象とする。

 全国的なサービスリリースをする前に、まず実装の実証を行い、「有効性の確認」と「課題の洗い出し」を行う。

 実証については「ＩＣＴ地域イノベーションＷＧ」の参加団体を対象にして、Ｈ２７年度に実施する。

 民間事業者から地方公共団体への拡販ツールではないので、民間企業等は他社の製品データを閲覧不可で
あり、課題選択した地方公共団体の情報は民間企業へ開示しない。
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 「同じ課題を持つ複数団体が集まる機会があったとしても、解決策がうまく創出・共有されるわけではないかも
しれない」という仮説の検証を行う。

 コーディネーションは地域情報化アドバイザーを中心としたイベントの実施等が考えられる。機能２で検討され
る「ＡＰＰＬＩＣ交流勉強会」の状況を鑑みながら、地域情報化アドバイザーと連携して検討したい。

 その上で、申請や相談などを受け付ける機能として実装すべきＩＣＴについても検討する。

（３） 機能３ 「コーディネーション機能」に関する検討 （Ｈ２７年度を予定）

 「同じ課題を持つ複数団体が確認できたとしても、遠隔同士の場合はコミュニケーション頻度がハードルとな
って検討スピードに問題が生じるかもしれない」という仮説の検証を行う。

 主にメール（ＬＩＮＥのようなメッセージ交換を含む）やＳＮＳ等のような随時コミュニケーションと、電話・テレビ
電話のようなリアルタイムコミュニケーションに分かれると考えられる。それぞれのツール特性をどう活かして
遠隔同士の会議を実施するかを検討する。

 ＩＣＴイノベーションガイドブックのチェックリスト ５－１「原課同士の意見交換」も適用範囲として検討する。

（４） 機能４ 「遠隔コミュニケーション機能」に関する検討 （Ｈ２７年度を予定）
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１．モデルケース検討方法

「検討モデルケース」

自治体でのＩＣＴ導入事
例をベースに設定する

現状よりも改善
されるポイントを検討

（継続性や横展開を実現
できるかという観点で）

イノベーション
モデル・チェックシート

暫定版で実施

マッチング機能

「課題を解決できそうな製品が検索でき
る」、他にも同様な課題を持つ自治体を
探す事ができる」という前提で検討
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イノベーションモデル

平成２５年度の成果物である「地域イノベーションモデル」検討書では、主に東京都三鷹市の事例を中心に検討した。
そのため、検証モデルケースについては、三鷹市で導入されているシステムと類似のシステムについて、
別の地方公共団体で導入された事例を取り上げ、本イノベーションモデルの有効性を検討した。

「検討モデルケース」として

検討モデルケースの対象とした導入システム

 地域ＳＮＳ
 公衆無線ＬＡＮ（公営）
 高齢者見守りＩＰ告知システム
 緊急情報の一斉配信システム



２．検討モデルケース

導入システム名 システムの目的、内容

高齢者見守り
ＩＰ告知システム

緊急情報の
一斉配信システム

【背景と導入目的】
高齢化が進む人口約5千人の地方公共団体が、高齢者にも利用しやすく「TVをインタフェースとした情報配信」と、ゆるやかな「見
守り」の両立を目的として、高齢者生活支援ソリューションのトライアルを実施した。

【現状】
高齢者のITリテラシーに対応した端末の選定や導入時のフォロー活動の改善等、トライアルによって様々な課題が判明し、改善
に向けた取り組みが課題となっている。

【背景と導入目的】
大規模なターミナル駅を抱える人口約30万人の地方公共団体が、災害時に帰宅困難者や住民に向けて避難誘導や情報配信
を行うため、緊急情報の一斉配信システムの整備を実施した。

【現状】

定期的な避難訓練を実施する際にもシステムを利用しており、その際の参加者数が多い傾向からも、住民や勤め人の防災意
識の向上が認められる。定期的なスポット保守でシステムメンテナンスを実施する事により、運用費を最小限に抑えて最大限の
効果を発揮している。
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公衆無線ＬＡＮ
（民営）

【背景と導入目的】
日本有数の観光地を抱える人口約10万人の地方公共団体が、観光地の利便性向上と魅力発信を目的に、商店等を中心とした
民間企業に対して共通ＩＤ、パスワードによる無線LAN導入を推進し、観光地全体のWi-Fiエリア化を推進した。

【現状】

未導入である交通の要所等の重要拠点について、観光地全体戦略を踏まえて民間事業者と一緒に検討を進めている。地域全
体で観光地としてのＷｉＦｉ普及促進政策に協力的であり、観光客以外の住民への利便性享受という側面での検討を進めている。

自治体ＳＮＳ

【背景と導入目的】
人口約20万人の地方公共団体が市民交流・市民活動の促進を目的に、自治体ＳＮＳを導入した。導入後２年は会員数が爆発的
に伸び、全国を代表する自治体ＳＮＳの成功事例とされた。

【現状】

コアユーザである市民が他の民間ＳＮＳに活動の場を移す中「民間でできる事は民間へ」という流れの中で自治体ＳＮＳの資産や
運用は完全に民間へ移管した。その後、地方公共団体のＳＮＳ導入担当者の異動もあり、ＳＮＳへの書き込み数は激減し、現在
ではかなりの衰退状況の中、どのように活動を継続するかが問題となっている。



３．モデルケースの検討 ヒアリング結果（１）

自治体ＳＮＳ

公衆無線
ＬＡＮ
（民営

高齢者見守り
ＩＰ告知
システム

緊急情報の
一斉配信
システム

全体ビジョンよりもＳＮＳという事業が先行していたが、そもそ
も街づくりのビジョンが住民に普及する事は難しい。逆にＳＮＳ
を実施する事で行政と住民のコミュニケーションが促進された
面がある。その結果として市の街づくりに対する想いも理解さ
れ、当初のＳＮＳの盛り上がりに繋がったのではないかと考え
られる。

市民に観光地としての自負が高い事から、「観光による街づく
り」という意識が非常に高い。そのため観光政策については是
是非非の意見を頂く。しかし具体的なビジョンとなると、地方公
共団体自身が充分に浸透させるような施策を実施しているわ
けではなく、パンフレット配布程度に留まる。具体的ビジョンが
普及する事でＷｉＦｉの観光外利用などの意見も出るかもしれな
い。

仕組みとして整備されているわけではないが、町内会との意
見交換等、地域住民と触れ合う機会は多く、本事業に当たっ
ても住民からの意見収集を実施した。

地域防災計画である「防災手段の多様化」に沿った形でのシ
ステム導入となっているが、防災という特性上、発信媒体が多
くても少なくても住民の完全な納得が得られないという側面も
あるため、ビジョンが共有されて認知されるかと言われれば疑
問がある。

１－１．「街づくりのビジョン」について多くの住民に認知され
共感を得ているか。

当初は行政主導であったが、ＳＮＳを活用して知人間のコミュニケー
ションを活性化させようとするセンスのある人が集まってきた。その
結果、住民同士でＳＮＳを相互的にサポートしあうような体制ができ
ていった。匿名を排除したので信頼感が醸成できた点も大きいと考
えられる。

住民が主体となったイベント創出活動が実施されている。ＷｉＦｉ事業
がもっと進展すれば、このような活動と連携する事は充分に考えら
れる。

電力使用量が長時間一定値を下回った家庭が検出されると、自治
体だけでなく、近隣住民にもアラートが飛ぶ仕組みとなっており、住
民同士の共助を促す工夫が施されている。

都市型という事もあり、帰宅困難者が生じないように民間企業にも
非常時には滞留者を受け入れる等の協定を結ぶ事で、勤め人には
共助の意識が浸透しつつある状況だと思う。住民については、消防
団を中心に防災意識が向上している他、商工会の連携が強いので
共助意識は高いと考えている。

１－２．住民同士の共助が体制的に充実されるような施策が
実施されているか。
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３．モデルケースの検討 ヒアリング結果（２）

自治体ＳＮＳ

公衆無線
ＬＡＮ
（民営

高齢者見守り
ＩＰ告知
システム

緊急情報の
一斉配信
システム

まずＳＮＳを導入して盛り上がって行けば何かが生まれるだろ
うという思いで実施した。そのためＫＰＩとして「参加者数」とし
た。今から考えれば「何か目に見える成果」という意味で、例
えば「事業創出数」などのＫＰＩを仮定でも良いので設けておく
べきだった。運営者の意図やゴールイメージが一致せず、そ
れが衰退する原因の１つだったと考える。

特に外国人観光客による「ＷｉＦｉが無い」という声に対応し、観
光地としての利便性向上・誘客に努めた。ＷｉＦｉが安定的に提
供されている場所には観光客が来やすいのだろうとは思って
いるが、具体的な数値には結びつけていない。○○国の観光
客数○万人増加などという数値目標があれば、異なる政策と
複合的に実施できる可能性がある。

今回はトライアルということもあり、計画段階では数値目標の
設定はしていなかった。本格的な導入に際しては、得られた
データを基に目標を設定する必要があると考えているが、トラ
イアルがなかったら数値の設定は難しかったのではないか。

システムを導入する事で何人の人に届くか？というＫＰＩは設
けていないが、高齢者、勤め人、若者、といった属性毎にどん
な伝達手段が有効なのかを実証実験により検討した。

２－１．「課題解決プロセス」と「ＫＰＩ」が正しく設定され、
「手段としてのＩＣＴ」が検討されているか。

ＩＣＴ－ＢＣＰの設定はしていないが、当時の市の方針として基本
的にクラウド化はしないというルールがあった。そのためＳＮＳは
非常にコンパクトな仕組みという事もあり、庁内に設置した。サ
ービス停止しても生命に危機を及ぼすような種類のものではな
いので、ＢＣＰについて特に考慮する必要がないと考える。

現在、明確な基準は無く、統一基準を設ける準備している段階。
地域全土に通信インフラが広がり、安定したサービスの提供を
受けることができ、災害時には無制限に解放される民間サービ
スを選択している。

明確な基準は無いが、見守りシステムという性質上、サービスの
中断は避けたいので、設備の整っている民間サービスの活用を
選択した。

ＩＣＴ資産の設置基準は無いが、防災システムはクラウド型では
なく自己導入型で構築した方が好ましいと考える。

２－２．ＩＣＴに重要度ランク付けを行い設置指針を設け、
ＩＣＴ－ＢＣＰが設定されているか。
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３．モデルケースの検討 ヒアリング結果（３）

自治体ＳＮＳ

公衆無線
ＬＡＮ
（民営

高齢者見守り
ＩＰ告知
システム

緊急情報の
一斉配信
システム

民間ＳＮＳで言えば当時はmixiがあった。しかし、前述の

ように市の方針として市から提供するサービスは市の資
産で実施するという事であったため、民間の既存サービス
を活用しなかった。運用コストも殆どかかっていない。確
かに民間サービスが活用できていればスマートフォン用に
展開できたり、他のＳＮＳに「イイネ」連携できていたりとい
ったエンハンスは期待できたと考えられる。

民間の既存Wi-Fiサービスを活用している。

民間の既存ＡＳＰサービスを組み合わせて活用している。

要件を満たす既存パッケージが存在しなかったため新た
なシステム開発が伴ったが、配信媒体にはエリアメール
やTwitter、Facebook等、民間の既存サービスを活用して

いる。デジタルサイネージ等の表示媒体も、既存の民間
設備を活用している。

３－１．民間の既存サービスを活用できないか
調査・検討は行ったか。

スマートデバイス対応、ＫＩＯＳＫ端末対応などが実施されていれ
ば継続性が高かった可能性はある。ＳＮＳに掲載された情報を基
にしたオフラインイベントや広報誌との連携を図っていた時は話
題性もあったが、ＮＰＯ主催となった時に連携は無くなった。デバ
イスを持たない人にも利便性を認知させる事に成功すれば継続
性が高かった可能性がある。

キャリアフリー、アプリのインストール不要、利用無料といった、利
用のハードルを下げるための工夫がなされている。現在は観光
客向けとなっているが、デバイスを持たない住民向けにもＷｉＦｉを
活用した情報提供を行うなどの使い方を検討している。

セットトップボックスや光回線の利用を前提としており、利用のハ
ードルが高い。高齢者向けという用途を考えると、デバイス等を意
識せずに使える形が理想的。

ＳＮＳ以外に防災行政無線拡声器やデジタルサイネージに連携
することで、デバイスを持たない人にも情報伝達が可能となって
いる。

３－２．特段デバイスや回線費用負担がなくても利用できるよう
配慮されているか。

マッチング
機能１
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３．モデルケースの検討 ヒアリング結果（４）

自治体ＳＮＳ

公衆無線
ＬＡＮ
（民営）

高齢者見守り
ＩＰ告知
システム

緊急情報の
一斉配信
システム

採用したソフトウェアはＯＳＳではあるが、サーバを自治体
が用意して実装し、周辺自治体で共同利用をしていた。しか
し可能であれば同規模の自治体で共同利用した方が同じ
課題を解決する事が可能で、相互交流による継続性向上
が可能だったと考えられる。

地域の民間企業の個別負担で実施しているため、地方公
共団体の負担は殆どない。同じサービスを導入している地
方自治体間で相互紹介のような連携を行いたいが、民間サ
ービス側が実装するかどうかの問題となっているため、意
見が即座に反映されづらいという側面がある。できれば外
国人観光客の空港からの導線エリアで連携したいと考える
が、遠距離という事もあり呼びかけは難しい。マッチング機
能があると助かる。

情報配信プラットフォームは民間のASPサービスを採用して

おり、共同利用によるコスト低減を図っていたが、住宅ごと
に設置する専用機器があるため、他自治体との共同調達を
図ることでさらなるコスト低減が見込めたのではないか。

他自治体との連携となると、各システムの仕様が異なる点、
システム更新のタイミングが異なる点、伝達する内容が異
なる点などの問題から、共同利用に向かないのではないか
と考えている。しかしながら、例えば該当地方公共団体の庁
舎が全壊する等により、他の地方公共団体の庁舎から住民
に向けたサービスを実施する場合、システムの操作インタフ
ェースが同じであれば緊急という状況であればこそ、非常に
助かる。

４－１・複数団体共同の利用によるコスト低減や
共同利用団体を増やす検討をしたか。

ＳＮＳはシステムとしては小さく運用費も殆どかかっていない。ハー
ドウェアリプレイスも大きな金額ではないので、運用費に関する大
きな問題は発生していなかった。周辺自治体との共同利用もして
おり、若干ながら利用料を徴収していた。会員数も目標値を達成し
ており、全庁的に事業継続が認められていた。

自治体が積極的に広報を行って知名度向上・観光活性化を図る見
返りとして、回線費用は民間で負担するビジネスモデルを展開して
いる。また公共施設に敷設する場合やオプション購入についても、
一括買い上げなのでメンテナンス費用は基本的に発生しない。

介護福祉サービスを提供する企業と連携し、サービスの一環とし
て組み込むことでビジネスモデルを成立させることも検討できたの
ではないか。

本システムは非常時のみに特化したシステムで平常時活用できる
ようなものではないため、ビジネスモデルは検討していないが定期
的なスポット保守を実施する事で運用費をかなり低減できている。

４－２．運用費について公費以外にもビジネスモデルの
検討を実施したか。

マッチング
機能２
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３．モデルケースの検討 ヒアリング結果（５）

自治体ＳＮＳ

公衆無線
ＬＡＮ
（民営）

高齢者見守り
ＩＰ告知
システム

緊急情報の
一斉配信
システム

原課同士が集って情報政策について意見交換する場がある。
しかし意識の共有となると中々浸透せず、特に先端な事をやろ
うとすると、参加メンバーの理解は殆ど得られなかった。ＳＮＳＮ
というテーマに絞ったため時代の変化に合わせられなかった点
と、首長やそれに準じる方のトップダウンな意思が必要だと思う
。

原課同士の横連携は、出来ているとは言い難い。今回の件で
観光課とは連携したが、他の課も参加していれば観光以外にも
この仕組みが活用できるアイデアが生まれた可能性もある。

今回の事業については他の原課とも調整を行ったが、定期的
な意見交換はできていないのが現状。

本システムは、震災対策の強化を図るための全庁的な検討に
より導入した。通常は情報管理部門が全庁的な調整を行って
いるが原課の個別プロジェクトも多く連携が充分とはいえない。
防災に留まらない範囲でのあるべき論で言えば、原課同士が
プロジェクトに関係なく議論できる場が必要。

５－１．原課同士が集まってＩＣＴ街づくり施策について
意見交換する「場」があるか。

所有は自治体であったが運営は地元のＮＰＯが運営を行ってお
り、地域企業の体力作りを考慮していた。しかし所有までもＮＰＯ
にした事が結果として負荷を高めたかもしれない。

観光の活性化を通じて、地元企業の体力づくりに寄与している。

介護福祉サービスを提供する地域の企業と連携するビジネスモ
デルを通じ、地域産業の活性化を図ることも検討できたのでは
ないか。

地域の企業の体力作りを考慮した運用を行う性質のシステムで
はないので検討対象外としたい。

５－２．地域の企業の体力づくりが考慮されているか
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３．モデルケースの検討 ヒアリング結果（６）

自治体ＳＮＳ

公衆無線
ＬＡＮ
（民営）

高齢者見守り
ＩＰ告知
システム

緊急情報の
一斉配信
システム

ＳＮＳが人的リソースを繋ぐという目的だとするならば、ＳＮＳで
盛り上がって話題になる事で、本来であれば行政に関わりの
無い意識の高い市民も参画するような活動が行われた。その
ような意味では人的リソースは充分に活用されたモデルだっ
たと考えられる。

かつての事業で敷設した光ファイバー設備を活用したＷｉＦｉの
設置となっている。コンテンツも観光課の資源を使っている。

トライアルでは独自の情報配信を行ったが、リソースの節約と
いう意味では、自治体ＨＰのコンテンツをそのまま活用すると
いうのも一つの手段だと考えている。

駅前に溢れかえるデジタルサイネージや、かつて敷設したイン
フラをそのまま活用したり、協定により既存の民間放送サービ
スを活用しているため、非常に効率が良い運用ができている
と考えている。

５－３．地方公共団体が保有する公的資産・公的資源が
充分に活用されているか。
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本項目の有効性が確認できた。 しかし「街づくりのビジョン」の共感の前に、どう住民に伝えるかが課題。

４．検証結果（１） 「１．サービス利用者」 56
地域ＩＣＴイノベーションモデル・モデルケース検討書

１－１ 「街づくりのビジョン」について多くの住民に認知され共感を得ているか。

調査における「観光ＷｉＦｉでの市民の協力による推進の例」にも見られるように、街づくりのビジョンが浸透し共感が得られる事
で、ＩＣＴの積極的な利活用が推進され、サービスが継続していく可能性が高い事が確かめられた。

しかしながら、現状では、街づくりのビジョンを通知する手段がパンフレット配布等の限られた手段になってしまい、ビジョンの
共感を問う前に、ビジョンが広く知られる事が重要であると考えられる。
そのためには、住民と行政とのコミュニケーションが重要であると判断できる。

従って、【行政（首長を含む）と住民のコミュニケーションについて住民が満足しているか】に修正する。

本項目の有効性が確認できた。 しかし「共助」の状況を知る前に、住民同士のコミュニケーションを知る事が課題。

１－２ 住民同士の共助が体制的に充実されるような施策が実施されているか。

調査における「自治体ＳＮＳでの爆発的な盛り上がりの例」で確認できるように、共助の取組とＩＣＴ施策を連携させる事で、市民同士
が更に多くの市民を巻き込む形で利活用の幅が広がっていく事が確認できた。住民同士の共助については既に行政の個別施策で
ある程度考慮されていると考える。
しかしながら、ＩＣＴ導入の際にそれらの体制が活用されているとは言い難く、どれだけ共助の強度があるのかは把握できていない。

従って、【住民同士のコミュニケーション手段について把握・検討がされているか】に修正する。



本項目の有効性及びその重要性が確認できた。 どうやって設定するかノウハウや技能面が課題。

４．検証結果（２） 「２．サービス価値」 57
地域ＩＣＴイノベーションモデル・モデルケース検討書

２－１ 「行政課題を解決するプロセス」と「課題解決の指標となるＫＰＩ」が
論理的に正しく設定された上で、「手段としてのＩＣＴ」が検討されているか。

全ての調査対象において、「行政課題を解決するプロセス」と「課題解決の指標となるＫＰＩ」について検討して設定する事で、
行政や住民が一体となってＩＣＴ施策を円滑に推進できる可能性が高く、この項目の重要性が確かめられた。

ただし、プロセス化する手段のためのフォーマットのような雛形に加え、ＫＰＩを設定する際に本当にその指標で妥当なのかを
判断する高い技能やノウハウが必要だと判断される。
ＡＰＰＬＩＣでプロセスやＫＰＩを容易に設定できるような手段や機能を検討する事が必要ではないか。
これらは今後の検討課題として捉えて引き続き検討する。地域情報化アドバイザーによるアドバイスも有効と考えられる。

本項目の有効性が確認できた。実際に必要に迫られている。どうやって設定するか技能面が課題。

２－２ 継続性を担保するため、導入するＩＣＴについて重要度に応じてランク付けを行い
設置場所等の指針を設けているか、またＩＣＴ－ＢＣＰが設定されているか。

インタビュー先ではＢＣＰまで含めた継続性について深く検討されている例が無かった。しかしながら、どの地方公共団体で
も本件について必要性に迫られていた。

しかしながら設置基準やＢＣＰ設計を行うだけの高い技能が必要である点がハードルとなっているように思える。

更に検証が必要であるが、本項目について推進するとなると、指針設計についてのノウハウ公開やアドバイス等のような施
策が必要かもしれない。



本項目の有効性が確認できた。 現状では、地方公共団体の担当者の調査ノウハウや知識に大きく依存する。

４．検証結果（３） 「３．サービス提供方法」 58
地域ＩＣＴイノベーションモデル・モデルケース検討書

３－１ ＩＣＴの経年陳腐化を防ぐためにも、独自のＩＣＴを専用に開発するのではなく、
民間の既存サービスを活用できないか調査・検討は充分に行ったか。

インタビュー先については民間サービスの活用が多くかった事もあり、民間サービス活用も多く見られるようになりつつあると推測
されるが、特に政策に合わせて民間サービスを調査・検討したわけではなく、担当者が他の自治体の事例を参考にして、該当民
間サービス導入を実施しているケースが多い。手段先行ではなく、目的に応じて多様な手段が検討されるべきだと考える。

しかしながら、民間サービスを活用する事によるサービス品質の陳腐化防止についてはどの団体も認めるところである事から有
効性を確認できた。

本項目の有効性が確認できた。 アイデア支援などの後押しがあれば更に多様な利活用サービス展開が可能。

３－２ 汎用機器を含む保有デバイスがなくても利用できる状況や、回線費用の負担が
不要等のように、住民の継続利用を担保する仕組が充分に配慮されているか。

デバイスを持たない人にもいかにサービス提供するかという点については意識する必要があるという見解が多かった。

例えばＳＮＳではオフラインでの交流によってＳＮＳを使っていない人とも交流できる点も重視されていたし、Ｗｉ－Ｆｉでは地方公共団
体職員がタブレットを使ってデバイスを持たない住民に情報サービスを実施できるような施策が検討されていた。担当者の創意工夫
によって様々な検討がされていた。担当者のみのアイデアだけでなく、もっと多様なアイデア検討も有効な手段だと考える。

他の地方公共団体でも、デバイスを持たない人へのサービス提供の検討を実施する事が、継続性・横展開について重要である事が
確認できた。
アイデア支援は、マッチング機能３「コーディネーション機能」にて検討されるべきかもしれない。



本項目の有効性及びその重要性が確認できた。マッチング機能等によるあっせんが求められている。

４．検証結果（４） 「４．キャッシュフロー」 59
地域ＩＣＴイノベーションモデル・モデルケース検討書

４－１ 同じ課題を持つ複数の団体（近隣に限らない）との共同利用によるコスト低減は
充分に検討したか。共同利用団体を増やすための施策を検討したか。

同じ課題を持つ団体と連携する事でコスト低減を実現したいという要望が大きかった。

またコスト低減だけでなく、悩みや施策の相談ができるという意味でも、同じ課題を抱える同規模の団体との連携の重要性を
確認できた。

本件は非常に重要であると確認できたと共に、ＡＰＰＬＩＣのマッチング機能による「類似団体の検索機能」が必要である事も確
認できた。

コスト低減のみを目的とするのではなく、同じ課題を抱える同規模の団体同士で連携できるような下地を作る事にも非常に大
きな意味がある。

本項目の有効性が確認できた。 しかしながらビジネスモデルの検討支援が必要。

４－２ 事業継続のため、システム企画時に運用費用の確保について、公費以外にも
受益者負担、ボランティアの活用、データ販売、広告収入、クラウドファンディング等
のビジネスモデルの検討を実施したか。

今回のヒアリング先については、結果的にたまたま運用費が発生しているケースが少なかった。
しかしながら、運用費の削減施策は検討しているものの、ビジネスモデルまでを検討するプロセスは設けていない事がわかった。

ビジネスモデルを検討するプロセスを設ける事で、事業継続性は高まると予測されるが、ビジネスモデル検討の技能やノウハウにつ
いては課題となる。



本項目の有効性及びその重要性が確認できた。しかしどのような手順でその場を作るのか検討する事が課題。

４．検証結果（５） 「５．リソース」 60
地域ＩＣＴイノベーションモデル・モデルケース検討書

５－１ 庁内の原課同士が集まってＩＣＴを含む街づくり施策について意見交換する
「場づくり」がされているか。

原課同士が集まって意見交換する事について、ニーズは非常に高く、有効性についてもどの団体も認めるところであって。
しかしながら、どのような方法で実現するか、縦割り組織の中でハードルが高いという見解が多かった。

恐らくは首長や副首長などのトップダウンにより組織される必要がある。そうでない場合、熱意ある担当者が異動になると意気
消沈してしまうケースがある（ＳＮＳの事例）。
ＡＰＰＬＩＣとしても、原課同士が集まって意見交換する場の作り方について検討を進める必要があると考える。

本項目の有効性が確認できた。 まずはＩＣＴに限定した体力作りに絞らなくても良いと考えられる。

５－２ スキルアップやノウハウ蓄積等、地域の企業（ＮＰＯ含む）の体力づくりが考慮されているか。

クラウド化が叫ばされる中で、地元のＩＣＴに関する体力という意味では、地方や小さな地方公共団体になると形成するのは困難な方
向と考えられる。ＩＣＴに関する民間組織が最初から存在しないケースもある。また、地域の企業に全て任せてしまっても、スキルアッ
プのチャンスが発生する反面、企業としてのリスクが高まるケースもある。地方公共団体によるフォローを継続しながら、スキルアッ
プやノウハウ蓄積を実施する必要がある。
一方で、地域を愛する地域の民間団体が推進するからこそ、サービスが活性化する事も確認できた。

本項目の有効性が確認できた。 資産の取りまとめ方について何かの方向性が必要だと考えられる。

５－３ 地方公共団体が保有する公的資産・公的資源がリソースとして十分活用されているか。

サービス導入に関して、該当サービスに関連する地域の資産については充分に活用されているケースが多かった。しかしながら、担
当する業務の範囲以外での資産については把握されていないケースが多い。当面は、該当サービスに関連する資産の活用でも充
分と考えるが、将来的には業務範囲外での資産についても考慮する事がイノベーションに繋がるであろう事は確認できた。



本機能への高いニーズと、本機能の有効性が確認できた。調査コスト低減と新しい施策検討の２面で有効。

４．検証結果（６） 「マッチング機能」について 61
地域ＩＣＴイノベーションモデル・モデルケース検討書

【機能１】 サービス集積・検索機能
課題を解決するための製品・サービス・事例を集積し、一元的・一括的に検索・調査できるような検索の機能

製品・サービスの調査は、現状ではかなり手間がかかっているようであり、このようなサービスが存在すると、民間サービ
スの活用について調査・検討しやすく非常に助かるという声が大きかった。
更に、事例などを中心に新たな施策の検討が可能であるという意見も多かった。

他自治体での事例なども掲載する事で、有効活用が可能という事について確認できた。

本機能への高いニーズと、本機能の有効性が確認できた。 コスト低減だけでなく相談・連携先を探す事にも有効。

【機能２】 類似団体の検索機能
自身と同じ課題を持っている地方公共団体はどこなのかを調べて連絡を取る機能

類似団体の検索についても、要望される声が大きかった。

類似団体との共同利用についても効果的であると考えられるが、意見交換できる相手を探すという点についても非常に
有効であるという意見が得られた。
できるだけ早いサービスインを望む声が大きかった。
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チェックリスト及びマッチング機能について、全面的に高い有効性が確認できた。

種別 項番 項目 検証結果のまとめ

１．
サービス
利用者

１－１
「街づくりのビジョン」について多くの住民に認知され共感を
得ているか。

本項目の有効性が確認できた。

しかし「街づくりのビジョンの共感」の前に、ビジョンをどうやって住民に伝える
かが課題である事がわかった。得られた意見をチェックシートに反映した。

１－２
住民同士の共助が体制的に充実されるような施策が実施さ
れているか。

本項目の有効性が確認できた。

しかし「共助」の状況を知る前に、住民同士のコミュニケーションを知る事が課
題である事がわかった。得られた意見をチェックシートに反映した。

２．
サービス
価値

２－１
「行政課題を解決するプロセス」と「課題解決の指標となるＫ
ＰＩ」が論理的に正しく設定された上で、「手段としてのＩＣＴ」が
検討されているか。

本項目の有効性及びその重要性が確認できた。

しかし地方公共団体職員がどうやって課題解決プロセスやＫＰＩを設定するか、
といったノウハウや技能面が課題である事がわかった。

２－２
継続性を担保するため、導入するＩＣＴについて重要度に応じ
てランク付けを行い設置場所等の指針を設けているか、また
ＩＣＴ－ＢＣＰが設定されているか。

本項目の有効性が確認できた。

地方公共団体でも設置基準やＩＣＴ－ＢＣＰの設定が実際に必要に迫られてい
る。しかし地方公共団体がどうやって設定するか技能面が課題。

３．
サービス
提供方法

３－１
ＩＣＴの経年陳腐化を防ぐためにも、独自のＩＣＴを専用に開発
するのではなく、民間の既存サービスを活用できないか調
査・検討は充分に行ったか。

本項目の有効性が確認できた。

現状では、地方公共団体の担当者の調査ノウハウや知識に大きく依存する。
手段先行ではなく、目的に応じて多様な手段が調査されるべきだと考える。

３－２
汎用機器を含む保有デバイスがなくても利用できる状況や、
回線費用の負担が不要等のように、住民の継続利用を担保
する仕組が充分に配慮されているか。

本項目の有効性が確認できた。

サービス継続性の面以外でも、保有デバイスが無い人でも利用できるような
アイデア支援等の後押しがあれば更に多様な利活用サービス展開が可能。

４．
キャッシュ
フロー

４－１
同じ課題を持つ複数の団体（近隣に限らない）との共同利用
によるコスト低減は充分に検討したか。共同利用団体を増や
すための施策を検討したか。

本項目の有効性及びその重要性が確認できた。

コスト低減の意味だけでなく、同じ課題を持つ同じ規模の団体と相談・連携す
る重要性が確認できた。早期のサービス開始が望まれている。

４－２

事業継続のため、システム企画時に運用費用の確保につい
て、公費以外にも受益者負担、ボランティアの活用、データ
販売、広告収入、クラウドファンディング等のビジネスモデル
の検討を実施したか。

本項目の有効性が確認できた。

運用費用削減については検討されているが、技能・ノウハウが課題となって
ビジネスモデルまでは検討されていない。
ビジネスモデルの検討支援が必要。
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種別 項番 項目 検証結果

５．
リソース ５－１

庁内の原課同士が集まってＩＣＴを含む街づくり施策につ
いて意見交換する「場づくり」がされているか。

本項目の有効性及びその重要性が確認できた。
しかしどのような手順でその場を作るのか検討する事が課題。

５－２
スキルアップやノウハウ蓄積等、地域の企業（ＮＰＯ含
む）の体力づくりが考慮されているか。

本項目の有効性が確認できた。
まずはＩＣＴに限定した体力作りに絞らなくても良いと考えられる。

５－３
地方公共団体が保有する公的資産・公的資源がリソー
スとして十分活用されているか。

本項目の有効性が確認できた。
資産の取りまとめ方について何らかの方向性を提示する事が必要。

マッチング
機能 機能１

サービス集積・検索機能：課題を解決するための製
品・サービス・事例を集積し、一元的・一括的に検索・調
査できるような検索の機能

本機能への高いニーズと、本機能の有効性が確認できた。
調査コスト低減と新しい施策検討の２面で有効である事が確認できた。

機能２ 類似団体の検索機能：自身と同じ課題を持っている地
方公共団体はどこなのかを調べて連絡を取る機能

本機能への高いニーズと、本機能の有効性が確認できた。
コスト低減だけでなく相談・連携先を探す事にも有効である事が確認できた。

（１） チェックリストに関する課題。

 「１．サービス利用者」について、施策の共有や共助の体制よりも、まずは住民と行政のコミュニケーションが重要であると考えられる。項目を修正する。

 「行政課題を解決するプロセス」・「課題解決の指標となるＫＰＩ」及び「ＢＰＣ設定」・「設置基準の作成」について非常に重要性を認識しているが実現手段が判らない
という状態であった。ＡＰＰＬＩＣでフォーマットやガイドブック等を検討できないか。

 保有デバイスが無くてもサービス利用できるような創意工夫についてアイデア支援などのアドバイスが必要かもしれない。

 事業継続のためのビジネスモデル検討について、担当者のみが考える事は限界がある。地方公共団体に対する何等かの支援が必要だと考えられる。

 原課同士が集まって意見交換する事について、重要性の認識があるが、実現方法にハードルがある。本件もＡＰＰＬＩＣでガイドブック等を検討できないか。

（２） マッチング機能に関する課題。

 機能１、機能２ともになるべく早期のサービス提供を実施するための検討が必要。

引き続き、以下を検討課題としたい。
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第５章

地域ＩＣＴイノベーションモデル

のまとめ

65



（余白）
66



67まとめと課題

『地域イノベーションモデル』は従来のソリューションモデルに対して、決して大きな革新的モデルではなく、行政課題解決手
段の柔軟な手段検討・選択の組み合わせモデルである。冒頭に掲げた公共サービス分野におけるＩＣＴ利活用が進まないそ
れぞれの課題について、革新的なソリューションによって解決するＩＣＴモデルではなく、主に「人」を中心に意識や体制、流れ
を変える点に着目したイノベーションを促すモデルとなっている。

平成２６年度は、意識や体制を変えるきっかけとなるツールとして「地域ＩＣＴイノベーション・ガイドブック」、そしてこれを支援
するためのＩＣＴ機能として「地域ＩＣＴイノベーション・マッチング機能」について検討した。
また、その有効性についても検証を実施し「地域ＩＣＴイノベーション・モデルケース検討書」としてとりまとめた。

今後の課題としては以下の通りであると考えている。

１．地域ＩＣＴイノベーシ
ョン・ガイドブックの検
討課題

課題１： ガイドブックの普及・促進、エンハンス、意見収集と反映など、運用面での検討。
課題２： ガイドブックのアクション例や事例の充実。またそのための情報収集。

２．地域ＩＣＴイノベーシ
ョン・マッチング機能の
検討課題

課題３： 機能１について早期にＣＭＳへ実装し、ＷＧ活動をフィールドとした実証を実施する。
課題４： 機能２についてアプリック交流勉強会を実施しながら、マッチングのためにはどのような課題が

あるかを抽出する。更に機能３についても交流勉強会を実施しながら検討する。
課題５： 機能３、機能４について検討する。機能３の検討については地域情報化アドバイザーと連携する。

３．モデルケース検証を
実施して浮上した課題

課題６： 「課題解決プロセス」や「ＫＰＩの設定」について、支援する方法がないか検討する。
課題７： ＩＣＴ資産の設置基準やＩＣＴ－ＢＣＰの設定について、支援する方法がないか検討する。
課題８： 住民の継続利用といった観点で、アイデア支援をする方法がないか検討する。
課題９： 運用費に関するビジネスモデル策定支援をする方法がないか検討する。
課題１０： 原課同士が集まって意見交換する「場づくり」について、支援する方法がないか検討する。
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【参考資料】
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【参考資料】

「地域ＩＣＴイノベーション・ガイドブック」

検討の経過資料

71
地域ＩＣＴイノベーションモデル・モデルケース検討書



（余白）
72



－H26年度 ICT地域イノベーション委員会・地域情報化促進WG－

平成２６年６月４日
一般財団法人全国地域情報化推進協会

ＩＣＴイノベーション「モデルケース」

検討の進め方（案）
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１．ガイドブック作成の目的

ＩＣＴの安定的な継続性と横展開の促進

（１） 体制・コスト・拡張性など、非機能的な要素の検討指針を示す

（２） 継続性・横展開を考える上でのチェックシートの役割を果たす

簡易に扱えるチェックシートのような見え方が可能にする。そのために細かな具体性を廃した箇条書き程度の「あるべ

き姿」を記載し、セルフチェック可能な状態にする。同時に別冊資料として、想定ケース等を前提とした具体例について

記載する事で実践イメージがつかめるような工夫を行う。

システムの機能や、当面の運用体制について検討するだけでなく、ＩＣＴを運用する全庁的な体制、サービス拡張による

継続の担保、コスト面での改善などの前提条件が必要なケースが多い。成功要因について、現状時点で考えられる要

素についてなるべく漏れがないように記載する。

ＩＣＴの導入にあたって、成功するか否かは「人」に依存する面が非常に大きいという事がＨ２５年度の検討で明らかになった。

「成功事例と同じシステム・サービスを導入すれば成功する」のではなく、あくまで運用する「人」が何をどう検討し、どう行動したかが
重要である。その背後にはある種の「特別な人」の姿が見られた。

本検討会では成功要因を「ガイドブック」として記載する事により、ＩＣＴを導入する際に誰でも比較的容易に、ＩＣＴサービスの安定的
な継続と横展開を実施できる指針とする事を目的とする。

このような試みは今まで行われた事がないためＨ２６年度はＶｅｒ．１．０を目指し、それ以降改訂する事で精度の向上を図る。
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２．ガイドブック作成手順

Ｈ２５年度成果物

「イノベーションモデル
検討書」

記載内容について要素を
ピックアップ

要素をとりまとめる

① ② ③

ビジネスモデル
検討フレームワーク

○ アレックス・オスターワルダー

○ その他 （あれば）

地方公共団体の
ＩＣＴ導入モデルに

読み替え

検討フレームワーク

成果物

① ああああああ

② いいいいいい

③ うううううううう

チェックシート 実践サンプル集
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３．作業工程 （案）

１．検討書整理 ピックアップ

８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

４．成果物作成

フレームの検討２．フレーム検討

３．検討のとりまとめ 項目の整理

チェックリスト作成 実践サンプル
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平成２６年７月３０日
一般財団法人全国地域情報化推進協会

地域ＩＣＴイノベーション・ガイドブック

フレームの検討について
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１．アレックス・オスターワルダーのモデル

ロジック、事実関連
（左脳的要素）

感情的、直感的
（右脳的要素）

【解説】
① 既存あるいは想定ビジネスの各要素を各エリアにプロットする。

② 強み、弱み、特徴的な部分に着目し、連携させる事で改善点や
新しいアイデア等の革新的なモデルが生まれやすい。

③ 地方公共団体で実施した場合は「斬新な新しい取り組み」などを生み出す
事に向いているが、企業ではないため、「パートナー」、「リソース」、
「チャネル」、「顧客」についての捉え方など、アレンジが必要に思える。

アレックス・オスターワルダーのモデルとは・・

ビジネスモデルの検討フレームワーク

 新しい・革新的なビジネスモデルを構築する。

 組織の改善・変革、ビジネスモデル変革を促す。

 ビジネスモデルの要、弱み、どこに注目すれば良
いのか？という共通認識を得る。

以下のような検討に向いています。

【特徴】

 ビジネス要素をマップで図示するので見やすい。

 マップを利用して要素間の関係性に着目すると
新しい視点が生まれやすい。
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２．アレックス・オスターワルダーの項目アレンジ検討（案）

1.顧客セグメント（CS）

2.価値提案（VP）

3.チャネル（CH）

4.顧客との関係（CR）

5.収益の流れ（RS）

6.リソース（KR）

7.主要活動（KA）

8.パートナー（KP）

9.コスト構造（CS）

企業が関わろうとする顧客グループについて定義する。
・誰のために価値を創造するのか？
・最も重要な顧客は誰なのか？

価値を生み出す製品とサービスについて記述する。
・どういった問題の解決の手助けをするのか？その製品は？
・顧客のどういったニーズを満たすのか？その製品は？

顧客とどのようにコミュニケーションし価値を届けるのか記述する。
・どのチャネルを通じて、顧客セグメントにリーチしたいか？
・どのチャネルがうまくいっており、最も費用対効果が高いか？

特定顧客に対してどのような関係を結ぶのかを記述する。
・顧客がどんな関係を構築、維持してほしいと期待しているか？
・どんな関係をすでに構築したのか？そのためのコストは？

企業が顧客セグメントから生み出す現金の流れを表現する。
・顧客はどんな価値にどのようにお金を払おうとするのか？
・それぞれの価値の収益がどれくらい貢献しているのか？

ビジネスモデルの実行に必要な資産を記述する。
・価値を提案するのに必要なリソースは何だろうか？
・流通チャネルや顧客との関係、収益の流れに対してはどうか？

ビジネスモデルを実行する上で必須な重要活動を記述する。
・価値を提案するのに必要な主要活動は何なのか？
・流通チャネルは？顧客との関係は？収益の流れは？

サプライヤーとパートナーのネットワークについて記述
・パートナーは誰だろうか？主要なサプライヤーは？
・どの主要活動をパートナーが行っているのか？

ビジネスを運営するにあたって発生する全コストを記述する。
・ビジネスモデルにおいて特有の最も重要なコストは何だろうか？
・どのリソース／主要活動が最も高価だろうか？

1.サービス利用者

2.サービス価値

3.サービス提供方法

4.キャッシュフロー

5.地域リソース

「誰がどのような状態になるためのサービスなのか」につ
いて定義する（それは何を見ればわかるのか）。

「どのような問題・課題を解決するのか？問題・課題の本
質は何か？」について定義する。

「サービスを提供するための手段、インフラについて、ど
れが好ましいのか？」を検討し記述する。他の地方公共
団体と連携はできないか？民間サービスが活用できな
いか？も検討する。

人口減少や「サービス運用における資金の流れ」を整理
し記述する。支出の削減が可能かどうか？（サービス陳
腐化等による）価値低下はどうか？も検討する。

庁内組織の特性、産業の特性、住民の特性、環境の特
性を記載する（情報連携はできているか、強み、弱みは
どこか）。

※「顧客」を「サービス利用者」に読み替える。自治体の特性上「4.顧客との関
係」は住民との関係となってしまうため、サービス利用者に統合。

※「7.主要活動」は、自治体の特性上「企業の主要活動」を検討するのではな
く、特定のサービスの活動を検討するため、サービス価値に統合。

※「9.コスト構造」は自治体の特性上、人件費等を検討する事が適切ではない
のでサービスについてのみフォーカスして「キャッシュフロー」に統合。

アレックス・オスターワルダー オリジナル 地方公共団体アレンジ版（案）

※「6.リソース」、「8.パ＾トナー」は自治体の特性上、地域リソースに限定した。
例えばクラウドサービスを提供するサプライヤー等の委託関係は検討対象
から外した。
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３．検討フレームワークの定義（案）

ガイドブックは、ＩＣＴ導入を検討する上での抜け漏れ
が無いかどうかの確認、認識合わせを行うチェック
シートとして活用。

 ９項目を５項目に統合・整理したため、最大の特長である「マップで図
示する事で新しい視点を生む」という点はスポイルされてしまう。

 自治体アレンジ版用のマップを作成する事は、非常に困難。

 しかし、ＩＣＴ導入による新サービスを検討するにあたり、抜け、漏れ
がないかどうかの確認や再認識が可能な点について有効。

 ビジネス要素をマップで図示するので見やすい。

 マップを利用して要素間の関係性に着目すると
新しい視点が生まれやすい。

アレックス・オスターワルダーＦＷの特長 地方公共団体アレンジ版

 ただし「新しい視点を生む」という点については、何らかの手段を考え
る必要がある。
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４．検討フレームワークの設計（案）

1.サービス利用者

2.サービス価値

3.サービス提供方法

4.キャッシュフロー

5.地域リソース

振り分け

Ｈ２５年度成果物の要素

あるべき状態
あるべき状態にするための

アクション例
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－H26年度 ICT地域イノベーション委員会・地域情報化促進WG－

平成２６年10月23日
一般財団法人全国地域情報化推進協会

地域ＩＣＴイノベーション・ガイドブック

H25年度成果物の振り分け
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１．サービス利用者について

プロット種別 Ｈ２５年度成果物「イノベーションモデル検討書」 検討項目のプロット 出典

【汎用要件・理想状態】
街づくりのビジョンについて、自治体職員はもとより、できるだけ多くの市民が自分自身の事だと捉えるようにするための手段が重要とな
る。

２．３．１章 （２）首長の手腕

【汎用要件・理想状態】 地域住民がリアル社会で能動的・積極的にサービス享受できる体制や意識が浸透していることがＩＣＴ導入の前提となる。 ２．３．１章
（３）ＩＣＴを有効に活用するためのリア
ル社会的な下地

【汎用要件・理想状態】 地方公共団体のビジョンを住民がどれくらい理解し、どれくらい賛同しているかを把握しようと努めているか。 ３．５章
３．５．１ ＩＣＴの導入を成功に導く体
制及び土壌の構築

【汎用要件・理想状態】 住民同士の共助的な価値観（エクイティ）を醸成するための方法は検討されているか。 ３．５章
３．５．１ ＩＣＴの導入を成功に導く体
制及び土壌の構築

【検討すべき要素】
普段情報機器を操作しない住民を対象としたサービスや生活困窮者を支援するようなサービスについてデバイス配布を前提とする場合、
インターネット利用料負担や操作に係る負担等により継続利用や普及が困難にならないよう考慮する必要がある。

２．３．１章 （１１）利用者端末・回線の展開

【具体的な実施案の例】
住民共同参加型で明確なビジョンを円滑に策定するための方法として、「どれだけの住民が参画しているかを客観的に把握できるための
仕組み」や「住民や地元企業の声をソーシャルメディアから拾い上げる仕組み」も１案としてある。

３．５章
３．５．１ ＩＣＴの導入を成功に導く体
制及び土壌の構築

【具体的な実施案の例】
サービスレベルが他の地方公共団体と比較してどのような状況なのかを住民に明示する事で、施策についての理解を得る方法も１案とし
てある。

３．５章
３．５．２ ＩＣＴを導入する前に考慮す
べき条件及び設計

※出展： Ｈ２５年度成果物「地域ＩＣＴイノベーションモデル検討書」
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２．サービス価値について

プロット種別 Ｈ２５年度成果物「イノベーションモデル検討書」 検討項目のプロット 出典

【汎用要件・理想状態】
システムの重要性についてランク付けを行い、災害時を想定して庁内やデータセンターなど耐災害性や特性に応じた設置場所基準やＢＣＰ基
準が設けられている必要がある。

２．３．１章 （１０）将来的なサービスの拡充

【汎用要件・理想状態】 市民の状況を把握して確実に避難・点呼するための手段を検討する事は安心・安全確保に欠かせない検討である。 ３．５章
３．５．２ ＩＣＴを導入する前に考慮す
べき条件及び設計

【汎用要件・理想状態】
例えば「助かる確率が絶対的に向上する」「幸福度が飛躍的に向上する」などであれば公費での構築や運用は否定されるべきではないが、街づ
くりのビジョンと併せて定量的な検討がなされているか。

３．５章
３．５．３ サービスの利便性・利用度
を上げるための工夫・提言

【汎用要件・理想状態】
行政課題解決に対するビジョンや戦略が確立しているか。「どのようなＩＣＴを導入するか」ではなく、「どのような課題があり、どのようなプロセス
で解決するか」という筋の通った仮説があるか。

３．６章

【汎用要件・理想状態】 導入したＩＣＴの効果を検証する際、単純な「アクセス数」等を計るのではなく、本当に住民にとって意味のある「ＫＰＩ」「ＫＧＩ」が考慮されているか。 ３．６章

【汎用要件・理想状態】 ＩＣＴ導入前の企画段階で「行政課題を数値化するとすれば何か？」という検討は行われているか。 ３．６章

【検討すべき要素】 市民・市役所・消防・警察等で連携して防犯・犯罪・防災・災害情報を一元的に集約し、安心・安全を効率化検討を行う事が有効である。 ２．３．１章 （４）ユースケースの設計

【検討すべき要素】
災害用ＩＣＴについて、日常的に使われる情報サービス等で認知度や有効活用性を向上させるだけでなく、操作方法の習熟を高める工夫も考慮
する必要がある。

２．３．１章 （５）利用者の認知度向上

【検討すべき要素】 システム導入当初は興味本位の参加者も想定されるため効果検証が困難である可能性が高い。中長期的に効果検証を継続する必要がある。 ２．３．１章 ６）導入システムの習熟・定着

【検討すべき要素】
地方公共団体の広さや地形によっては、災害の予見、発災、復旧、復興の時間軸等が地区によって異なるケースがある。職員の負担が少なく、
かつ住民がアクセスしやすい形で、周辺地方公共団体も含めた地区ごとに情報を整理できる仕組みがあると有効である。

２．３．１章 （７）サービス提供エリアの範囲

【検討すべき要素】
コンテンツそのものにはコストを支払わずとも、日常に溢れるデータや学生ボランタリーのレポート等も加工次第で魅力的なコンテンツになりうる。
低コストで魅力的なコンテンツを継続的に提供する方法を検討する事が必要である。

２．３．１章 （８）コンテンツの充実度

【検討すべき要素】
例えば広大な田園・海岸線や、野菜や魚介類など地元で価値が無いと見られがちなコンテンツについても、見方を変えると魅力的なオリジナル
情報である場合がある。外部的な評価も加える事で隠れた魅力を発見できる場合も多い。

３．２章
（３）サービスの利便性・利用度を上げ
るための工夫・提言

【検討すべき要素】
公費を使わずにフリー無線ＬＡＮを広域に展開した山梨県の事例があるが、外国人をいかに呼び込むかという全体戦略の一環である事、県が
県内の事業者１軒１軒に熱意を持って説明・依頼を丁寧に行う事、という前提条件が重要であり、ＩＣＴを導入すれば成功するというものではない
点が重要である。

３．２章
（３）サービスの利便性・利用度を上げ
るための工夫・提言

【検討すべき要素】
異なる課題を持つ地方公共団体同士でも、課題によっては顕在化すれば重大なリスクになる場合は、共同利用により低いコストでの運用でリス
クが低減できるのであれば共同利用の導入を検討する事が必要である。

３．５章
３．５．４ 将来的な運用継続とサービ
ス拡充

【検討すべき要素】
公共団体は巨大なＮＰＯでもあるため、コスト的な見返りだけではなく「住民が元気になったことで医療介護関連費用が削減された」、「住民の幸
福度が向上して住みたい町ナンバー１になった」等の要素も検証範囲に含める事が重要である。

３．５章
３．５．４ 将来的な運用継続とサービ
ス拡充

【具体的な実施案の例】
決定されたサービス機能について設計を行う前に、その機能が他のサービスで汎用的に利用できないかを検討して柔軟なのりしろを持った設
計となるようにする事が継続利用や横展開による運用コスト低減に有効である。

３．２章
（２）ＩＣＴを導入する前に考慮すべき条
件及び設計

【具体的な実施案の例】
近接同士だけでなく遠隔の地方公共団体との共同利用型ＩＣＴの利用により、被災地での知見、地域活性の知見等、他の地方公共団体へと比
較的安価にノウハウ共有を行う事ができる。

３．２章
（２）ＩＣＴを導入する前に考慮すべき条
件及び設計

【具体的な実施案の例】
新規のコンテンツ提供については、自治体で提供する前に、安価で専門業者に任せる事ができる範囲が無いかを検討する。例えば地場のフ
リーペーパー・タウン誌の発行業者と連携し、広告も兼ねたコンテンツ運用を委託する方法も有効である。

３．２章
（３）サービスの利便性・利用度を上げ
るための工夫・提言

※出展： Ｈ２５年度成果物「地域ＩＣＴイノベーションモデル検討書」
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３．サービス提供方法について
プロット種別 Ｈ２５年度成果物「イノベーションモデル検討書」 検討項目のプロット 出典

(【汎用要件・理想状態】 安心・安全に関するサービスの提供範囲について、隣接する地方公共団体と連携したエリア拡大も検討する必要がある。 ２．３．１章 （７）サービス提供エリアの範囲

【汎用要件・理想状態】
いかなる通信手段でも必ず、輻輳する事、電力が得られなくなる事、電池消費とアクセス頻度に限界がある事を想定した上で、通知手段を検討
する必要がある。

３．２章
（２）ＩＣＴを導入する前に考慮すべき条
件及び設計

【汎用要件・理想状態】
ユーザーが必要としない情報までも便乗して配信されているのが現状であるが、情報の重要性に関する認識を低下させてしまう。利用者層毎、
可能であれば個々人が欲しい情報のみを送付できないかの検討を行ったか。

３．２章
（３）サービスの利便性・利用度を上げ
るための工夫・提言

【汎用要件・理想状態】
既存の民間コンテンツベンダーの多くは、高品質で陳腐化しないコンテンツの提供を継続的に実施できているので、コンテンツサービス実現につ
いては地方公共団体が独自に開発するのではなく、既存のコンテンツベンダーのサービスを活用できないかを検討する。

３．２章
（３）サービスの利便性・利用度を上げ
るための工夫・提言

【汎用要件・理想状態】
「紙と鉛筆」や「電話」でもシステムに参画できる仕組みを検討する等、サービスを提供されるデバイスが限定されていないか。デバイスが無くて
もサービスを提供する手段が無いか検討を行ったか。

３．５章
３．５．２ ＩＣＴを導入する前に考慮す
べき条件及び設計

【汎用要件・理想状態】 同じ課題を持つ地方公共団体同士で共同利用を行う事ができないかの検討を行ったか。 ３．５章
３．５．４ 将来的な運用継続とサービ
ス拡充

【検討すべき要素】
Ｗｅｂやメールの大量アクセスに対応するより、デジタルサイネージ等の集積的な情報発信の方が効果的な可能性も高い。災害時のインター
ネット網の輻輳を考慮した災害時情報提供計画を策定する必要がある。

２．３．１章 （４）ユースケースの設計

【検討すべき要素】
トレンドなデバイスが前提となるサービスではなく、高齢者を含めた市民個々人が使いやすい思うそれぞれのデバイスでサービス提供できない
かを前提に考える事が重要である。

２．３．１章 （４）ユースケースの設計

【検討すべき要素】
広く住民に災害情報の詳細を知らしめるためには、通知手段毎の周知率を考慮した上で、防災拠点以外にも情報提供エリアをどこに設置する
か戦略的な検討が必要である。

２．３．１章 （７）サービス提供エリアの範囲

【検討すべき要素】
専用端末の配布を検討する際、スマートフォンなど既に多くの住民が所有する汎用的な端末が活用できないか検討する。同時に、そのようなデ
バイスを持たない人へのフォローをどうするかを考える必要がある。

２．３．１章 （１１）利用者端末・回線の展開

【検討すべき要素】 利用者層（若者、高齢者、障がい者、観光客など）毎に最適なプロモーションを検討する事で、より利用喚起を図る事ができる。 ３．２章
（２）ＩＣＴを導入する前に考慮すべき条
件及び設計

【検討すべき要素】 実証期間が短い場合は、スキル向上やノウハウ蓄積の計画も含めた継続的な運用計画を予め策定する事が必要である。 ３．２章
（２）ＩＣＴを導入する前に考慮すべき条
件及び設計

【検討すべき要素】
災害時に交通の要所に群集が殺到し二次被害が発生する危険があるため、昼間人口が過密する地区に広く地方公共団体からの連絡通知手
段を整備する検討が必要である。可能であれば、車で移動中の住民を避難させる方法の検討も必要である。

３．２章
（３）サービスの利便性・利用度を上げ
るための工夫・提言

【検討すべき要素】
災害情報について、スマートフォン・携帯電話といった移動通信機器向けのみに提供するだけでなく、同じコンテンツソースを用いてテレビやデ
ジタルサイネージ等による表示を検討する等、デバイスを持たない住民へのフォローも重要である。

３．２章 （５）利用者端末・回線の展開

【検討すべき要素】
高齢者を含めたＩＣＴに拒否感を示すユーザーにもスマートデバイスを配布するケースも見られるが、ＩＣＴ機器により直接情報を伝達する以外に
も、呼びかけ等の近所同士の連携を促す運用も含めて、ユーザーが一番使いやすいと思える複数の選択肢をサポートする事が必要である。

３．２章 （５）利用者端末・回線の展開

【検討すべき要素】
事業主体の判断でサービス停止となるリスクはあるが、極力既存の民間サービスをそのまま流用し、地方公共団体独自での開発を行わない事
がＩＣＴシステムの陳腐化を防ぐために有効である。

３．５章
３．５．４ 将来的な運用継続とサービ
ス拡充

【具体的な実施案の例】
災害用ＩＣＴに普段から慣れておくために、施設案内での操作練習や、導入システムを利用したイベントを開催して利用方法を周知させるなどの
工夫が１案としてある。

３．２章
（２）ＩＣＴを導入する前に考慮すべき条
件及び設計

【具体的な実施案の例】
被災時対策として、地方公共団体が随時ないし有事に速やかに保有データを提供して、他の地方公共団体でサービスを継続する事を可能とす
るため、システム的な協定を近隣自治体と締結する事が望ましい。

３．２章
（２）ＩＣＴを導入する前に考慮すべき条
件及び設計

【具体的な実施案の例】
避難所に集まった住民へ情報提供する運用を行う場合、ＷｉＦｉを含む無線通信はむしろ制限して災害対策連絡用に集中的に帯域資源を充てる
ような計画を策定しておく必要がある。

３．２章
（２）ＩＣＴを導入する前に考慮すべき条
件及び設計

【具体的な実施案の例】
市街地以外でのサービス提供方法としては、ＭＶＮＯ事業者等による安心・安全を含めた地域密着の情報配信と並行して、地域全域の高速回
線導入の普及（無線／有線問わず）を同時に進めるような事業も１案としてある。

３．５章 ３．５．５ 利用者端末・回線の展開

※出展： Ｈ２５年度成果物「地域ＩＣＴイノベーションモデル検討書」
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４．キャッシュフローについて

プロット種別 Ｈ２５年度成果物「イノベーションモデル検討書」 検討項目のプロット 出典

【汎用要件・理想状態】 ＩＣＴの陳腐化に伴う改修費までを考慮した事業継続のためのランニング費用の確保について、システム導入時に考慮する必要がある。 ２．３．１章 （９）将来的な運用費の確保

【汎用要件・理想状態】 共同利用を行う上で、加入団体を増やすための工夫が検討されているか。 ３．２章
（４）将来的な運用継続とサービス拡
充

【汎用要件・理想状態】
ＩＣＴシステムを導入する際に、汎用的な設計とする事で他部署もしくは他地方公共団体との共同利用によるコスト削減が可能かどうかを検討し
たか。

３．５章
３．５．４ 将来的な運用継続とサービ
ス拡充

【汎用要件・理想状態】
ＩＣＴシステムを導入する際に、受益者負担の他に、ボランティアの活用、民間企業へのデータ販売や広告収入モデルの構築による費用確保と
いった運用資金の確保手段について充分な検討を行ったか。

３．５章
３．５．４ 将来的な運用継続とサービ
ス拡充

【検討すべき要素】 お互いに助け合う文化（エクイティ文化）を活用する事により、コストをかけずにに継続運用可能になるサービスも少なくないと考えられる。 ２．３．１章
（３）ＩＣＴを有効に活用するためのリア
ル社会的な下地

【検討すべき要素】
住民が元気になった、健康を得た、幸福になった、養護老人ホームが廃止された等、金銭的価値以外の効果も検証範囲に含めることが必要。
災害対策などの非経済効果指向のＩＣＴの場合、ビジネスモデルのみの経済効果だけではなく金銭以外の価値まで試算に入れることが必要で
ある。

２．３．１章 （９）将来的な運用費の確保

【検討すべき要素】
運用保守におけるランニング費用の確保について公費で実施する場合、導入時に住民がシステム運用費の負担について理解した上で実施す
る必要がある。

２．３．１章 （９）将来的な運用費の確保

【検討すべき要素】 稼働中のシステムの運用費を削減する事で浮いた費用をサービス拡張に充てる検討も有効である。 ２．３．１章 （１０）将来的なサービスの拡充

【検討すべき要素】
民間の一般的なエンドユーザー向けサービスは定期的な機能向上が安価ないし無料で行われる事が常識となっているが、地方公共団体が個
別に独自のシステムで導入した場合ではサービスの機能アップが困難となるケースが多い。追加費用無しで機能アップを実現する計画を企画
段階で策定する必要がある。

３．２章
（４）将来的な運用継続とサービス拡
充

【検討すべき要素】
複数の地方公共団体が利用する事を前提条件としたＩＣＴシステムを構築するために、仕様が他の地方公共団体でも利用が可能かを検討する
フェーズを設ける事が有効である。

３．２章
（４）将来的な運用継続とサービス拡
充

【検討すべき要素】 防災システムなど、普段使われないシステムのコストについて、リスク評価に基づく定量的なコスト試算がされているか。 ３．５章
３．５．２ ＩＣＴを導入する前に考慮す
べき条件及び設計

※出展： Ｈ２５年度成果物「地域ＩＣＴイノベーションモデル検討書」
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５．地域リソースについて

プロット種別 Ｈ２５年度成果物「イノベーションモデル検討書」 検討項目のプロット 出典

【汎用要件・理想状態】
施策やビジョン策定に住民が積極参加できる状況を作り、住民の意見反映をＰＲする事で行政事業への意識向上が図られ、事業継続への協力
が期待できる。

２．３．１章 （１）運営体制の構築

【汎用要件・理想状態】 「街づくりのビジョン」を住民と共有して住民と積極的に意見交換するような場づくり（広報活動を含む）を行っているか。 ３．２章
（１）ＩＣＴの導入を成功に導く体制及
び土壌の構築

【汎用要件・理想状態】 原課同士が集まってＩＣＴを含む街づくり施策について庁内での充分な意識共有が図れているか。 ３．２章
（１）ＩＣＴの導入を成功に導く体制及
び土壌の構築

【汎用要件・理想状態】 地方公共団体・地元企業（ＮＰＯ含む）・学術機関が日常的に連携してＩＣＴを含む街づくり施策について意見交換しあう場づくりができているか。 ３．２章
（１）ＩＣＴの導入を成功に導く体制及
び土壌の構築

【汎用要件・理想状態】 意見交換した結果は住民に充分なフィードバックがなされた上で、理解を得られているか。 ３．２章
（１）ＩＣＴの導入を成功に導く体制及
び土壌の構築

【汎用要件・理想状態】
地場企業（ＮＰＯ含む）のＩＣＴ開発能力や地域マネジメント能力の向上といった、地場企業の「体力づくり」促進も視野に入った街づくり事業となっ
ているか。

３．２章
（１）ＩＣＴの導入を成功に導く体制及
び土壌の構築

【検討すべき要素】 街づくり事業について、中間取り纏め団体（ＮＰＯ等）を中心的に介在させると、産官学民連携体制が円滑に構築できる可能性が高い。 ２．３．１章 （１）運営体制の構築

【検討すべき要素】
首長をはじめとした役職や担当職員の住民への露出度を上げる事で、多くの住民がファンになるケースが見られる。このようなアプローチを利
用した住民の巻き込み方も有効だと考えられる。

２．３．１章 （２）首長の手腕

【具体的な実施案の例】
ビジョンや施策をできるだけ多くの住民が意識共有する方法として、電子市民会議のような仕組みは参加メンバーが固定しやすい傾向があるの
で、あくまでＩＣＴは補完ツールとして活用する事が重要であるが、自宅に居ながら住民が広く意見を投稿できる仕組みが１案としてある。

３．２章
（１）ＩＣＴの導入を成功に導く体制及
び土壌の構築

【具体的な実施案の例】
ビジョンや施策をできるだけ多くの住民が意識共有する方法として、三鷹市事例のように、住民に無作為抽出で手紙やメール通知を行い市民委
員を依頼する事でサイレントマジョリティー層の意見を組み上げる方法が１案としてある。

３．２章
（１）ＩＣＴの導入を成功に導く体制及
び土壌の構築

【具体的な実施案の例】
ビジョンや施策をできるだけ多くの住民が意識共有する方法として、会議スケジュールや会議資料共有などを市民が気軽に共有できる仕組み
が１案としてある。

３．２章
（１）ＩＣＴの導入を成功に導く体制及
び土壌の構築

【具体的な実施案の例】
ビジョンや施策をできるだけ多くの住民が意識共有する方法として、市民会議や議会のストリーミング放送中に、市民がコメントを投稿可能な仕
組みが１案としてある。

３．２章
（１）ＩＣＴの導入を成功に導く体制及
び土壌の構築

【具体的な実施案の例】
ビジョンや施策をできるだけ多くの住民が意識共有する方法として、パブリックコメントに寄せられる意見の数にできるだけ大きな目標値を設ける
方法が１案としてある。

３．２章
（１）ＩＣＴの導入を成功に導く体制及
び土壌の構築

【具体的な実施案の例】 短い実証実験期間でもスキル向上やノウハウの蓄積を実現するため、複数団体による実証実験の手分けを行う方法も１案としてある。 ３．５章
３．５．２ ＩＣＴを導入する前に考慮す
べき条件及び設計

※出展： Ｈ２５年度成果物「地域ＩＣＴイノベーションモデル検討書」
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６．振り分けについて生じた議論

○ 地方公共団体のビジョンを住民がどれくらい理解し、どれくらい賛同しているかを把握しようと努めているか。

現状では、以下の施策が行われているのが一般的。
・市民モニター制度 ・アンケート ・パブリックコメント

○ 住民同士の共助的な価値観（エクイティ）を醸成するための方法は検討されているか。

公助から、共助で出来る事は共助でという動きは促進されている。

○ システムの重要性についてランク付けを行い、災害時を想定して庁内やデータセンターなど耐災害性や特性に
応じた設置場所基準やＢＣＰ基準が設けられている必要がある。

三鷹市では各システムの重要性がランク付けされている。
藤沢市ではＩＣＴ－ＢＣＰ計画が策定され、ＩＳＭＳ、ＩＳＯ２７０００を取得、更にインフルエンザ編等のＩＣＴ人員に関わる計画も立案されている。

○ 市民の状況を把握して確実に避難・点呼するための手段を検討する事は安心・安全確保に欠かせない検討である。

どの範囲にまで踏み込むのか。情報を発信するのも、問い合わせが来るのも、結局は自治体となる。
問い合わせや情報発信についてどのレベルで対応するのか。

○ ＩＣＴ導入前の企画段階で「行政課題を数値化するとすれば何か？」という検討は行われているか。

明らかに数値化されているもの以外を数値に置き換える事は現実的には難しい。
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－H26年度 ICT地域イノベーション委員会・地域情報化促進WG－

【参考資料】

「地域ＩＣＴイノベーション・マッチング機能」

検討の経過資料
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－H26年度 ICT地域イノベーション委員会・地域情報化促進WG－

平成２６年４月
一般財団法人全国地域情報化推進協会

公的機能サービス（マッチング機能）

検討の進め方（案）
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１．マッチング機能の目的

現在、一般的な民間インターネットサービスは、頻繁にサービスレベルアップ、障害修正が実施されているが、ソリューション
モデルで構築されたサービスはそのような運用が困難であるためサービスの陳腐化が激しい傾向にある。

既に商用展開されている民間企業のインターネットサービスを行政サービスに活用するあっせんをＡＰＰＬＩＣが実施する事
で既存ソリューションサービサーとの間に競争が働き、サービスは陳腐化しづらくサービスレベルの向上が期待できる。

ＩＣＴの安定的な継続性と横展開の促進

（１） 複数団体での利用や団体追加を前提としたサービス構築の促進

（２） 類似課題を持つ離れた自治体同士の共同利用による課題解決の促進

（３） 新規民間サービス参入の促進によるサービスレベルの向上

複数団体による共同利用について、現状では近隣の地方公共団体との合意が主流となっている。

近隣だけではなく遠隔で同じ課題を持つ団体同士がサービス利用する事ができれば、低コストでの課題解決を図る事を大
幅に推進する事ができると考えられる。

地方公共団体の課題を収取しながら、必要に応じて課題解決策の提示や既設システムへの追加・あっせんといった業務を
実施すれば実現できると考えられる。

「地方公共団体毎に微細な仕様を入念に作りこんだＩＣＴシステム」を構築する場合、ソリューションモデルに陥りやすい。

その場合、横展開も難しく、ＩＣＴ価値の経年的陳腐化が早いため、運用を継続する事が難しくなりがちである。

最初から複数の地方公共団体が必要に応じて柔軟な使い方をする事ができるよう、ＡＰＰＬＩＣが仲介する事により、サービ
ス提供者も「数の原理」による展開が可能となる。
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２．マッチング機能検討スケジュール（案）

６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

（１）機能のとりまとめ
コーディネーター：

副主査
検討： 全員

必要な機能を
検討する アウトプット：

機能一覧

（３）機能実現方法の
検討

検討担当：
○○社
○○社

フォーマットを穴埋めする
形で、どうやって機能を実

現するかを検討する

作
成

（２）検討フォーマット
作成

作成担当： 副主査
（富士通）

（４）とりまとめ
検討担当：

○○社
○○社

まとめ

追記：
To Be モデルを検討するのか、実践的に
取り組める機能を検討するのか

追記：

（０）運営主体調整 ＡＰＰＬＩＣ 前提条件、必要条件の検討・調整
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３．マッチング機能検討の進め方

前提条件

○ ＡＰＰＬＩＣ事務局の作業可能な範囲での運用を行う。

○ 今年度にＡＰＰＬＩＣのホームページＣＭＳを導入するので、
ＩＣＴ機能については、その導入事業の範囲内に収まる機能とする

（マッチング機能の構築のためだけの開発・実装コストはかけない）。

検討方法

○ 必要なＩＣＴ機能を検討し、ＡＰＰＬＩＣ導入のＣＭＳとフィットギャップ分析を行う。

○ 生じたギャップのうちＡＰＰＬＩＣ導入のＣＭＳ機能で実施できない部分は
運用等で対応する事で、マッチング機能の目的が実現できないかを検討する。

○ Ｈ２７年度に、ＷＧの範囲等の限定した参加条件を設定して実装の実証実験を行う。

94
【参考資料】「地域ＩＣＴイノベーション・マッチング機能」検討の経過資料



－H26年度 ICT地域イノベーション委員会・地域情報化促進WG－

【参考資料】

「地域ＩＣＴイノベーション・モデルケース」

検討の経過資料
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－H26年度 ICT地域イノベーション委員会・地域情報化促進WG－

平成２６年６月４日
一般財団法人全国地域情報化推進協会

ＩＣＴイノベーション「モデルケース」

検討の進め方（案）
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１．モデルケース検討の目的

（１）、（２）を通じて、ガイドブックやマッチング機能に課題がないかを検討する。

実例ベースの机上検討により、イノベーションモデルの有効性を確認する

（１） 過去のＩＣＴ事例に対してイノベーションモデルを適用し有効性を確認する。

（２） フィールドを選定することで実現性について確認する。

（３） 運用検討をする事で、ガイドブック・マッチング機能の課題を検討する。

検討メンバーである地方公共団体や、ＷＧメンバーである地方公共団体を中心にフィールドを仮定する事で検証
を行い、モデルケースの有効性について確認を行う。

事例の横展開、継続利用の推進機関や推進の仕組みを通じて、ＩＣＴの利活用が促進する事の効果を検証する。

過去に実施されたＩＣＴ事例について、ガイドブック的な機能（各課や市民・民間との情報連携体制、民間サービス
の活用、キャッシュフロー等の要素）やマッチング機能を加えると、更なる発展が可能となるようなモデルケースの
導出を試みる。
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２．マッチング機能検討の進め方（案）

６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

（１）モデルの検討

コーディネーター：
副主査

モデルケー
ス検討 アウトプット：

モデルケース

検討担当：
○○社
○○社

地方公共団体と
検討

（２）フィールド選定と
検証

（３）とりまとめ
検討担当：

○○社
○○社

まとめ

検討担当：
○○社
○○社
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（余白）

100



101おわりに

今回、次期地域情報化に向けたＩＣＴ利活用の調査・検討を検討メンバーの皆様のご協力を頂き、平成２６年６月
より８回に亘る検討を重ね、本取り組みの結果として、ここに「イノベーション検討報告書」を取り纏めることがで
きました。
本検討にご参加いただきました神奈川県藤沢市、東京都三鷹市、岡山県倉敷市の皆様から貴重なご意見やコ
メントを頂きご一緒に検討していただきましたことに感謝申し上げます。また、本検討での活発な議論や本成果
資料の作成にご協力をいただきました検討メンバーの皆様にも感謝をいたします。

また、検討を進める上で、自治体ＳＮＳ、公衆無線ＬＡＮ、高齢者見守りＩＰ告知システム、緊急情報の一斉配信シ
ステムについて、ヒアリングにご協力いただきました地方公共団体（地方公共団体名は匿名）の皆様にも心より
感謝を申し上げます。
本成果資料は、ＡＰＰＬＩＣ会員の皆様に活用していただくとともに全国の地方公共団体で地域情報化計画等の
策定や計画を実施する際にご活用いただければ幸いです。

No 構成員団体名

1 神奈川県藤沢市

2 東京都三鷹市

3 岡山県倉敷市

4 ＮＥＣネッツエスアイ株式会社

5 西日本電信電話株式会社

6 日本電気株式会社

7 パナソニックシステムネットワークス株式会社

8 東日本電信電話株式会社

9 株式会社 日立製作所

10 富士通株式会社

事務局 一般財団法人全国地域情報化推進協会

地域イノベーションモデル検討メンバー構成員（五十音順）
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